
 

 

 

 

Ⅳ．事例－広域化（事業統合）検討中 



広域化に向けた検討事例のアンケートをもとに、事例集に整理した項目は原則として次

のとおりである。 
 
１． 事業の概要 
・ 事業名 
・ 都道府県 
・ 事業統合の形態 
・ 構成団体 
・ 直近の認可（目標年度、計画給水人口、計画一日最大給水量） 
・ 平成 23 年度実績［給水人口、一日最大給水量、組織部署数、職員数（事務職、技術職、

技能職）、位置図］ 
●施設概要（資料が整理されている事業体のみ） 
●組織体制（公開可能な事業体のみ） 
 

２． 事業の沿革 
 
３． 事業統合を目指す主たる理由 
 
４． 事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 
（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 
  ●覚書（公表可能な事業体のみ） 
②協議会や検討会等の設置状況 

（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 
（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 
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１．事業の概要 
八戸地域の市町村は、昭和５０年３月「広域水道圏計画基本調査（厚生省）」以来、国の

生活審議議会の答申及び青森県水道整備基本構想に沿い、広域的視野に立って計画を検討

してきた。 
その結果、新規水源の開発が困難である１１市町村（現在は７市町）が、水源を新井田川

系世増ダムに求め、圏域内の長期的な水需要に対処し、安全で安定した給水を確保すると

ともに、料金格差の是正、維持管理水準の向上、経営基盤の強化及び未普及地域の解消を

図るため、末端給水型広域水道事業として「八戸圏域水道企業団」を設立し、昭和６１年

４月に事業を開始した。 
その後、平成１３年には杉沢簡易水道、金山沢簡易水道、頃巻沢簡易水道を統合し、平成

１７年には市町村合併に伴い不習簡易水道を統合、平成２３年には島守簡易水道を統合し

ている。 
 二又簡易水道の統合については、南部町が策定した簡易水道事業統合計画に基づいて実

施するもので、国庫補助制度を活用した施設整備による事業統合である。 

八戸圏域水道企業団 
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八戸圏域水道企業団
青森県
水平統合
平成26年度

直近の認可 単位 ① ② 計
平成28年度 平成29年度 －

人 365,500 102 365,602

m3/日 142,500 34.5 142,535
単位 ① ② 計
人 317,910 66 317,976

m3/日 108,292 15 108,307
職員数 事務職 人 54 0 54

技術職 人 104 0 104
技能職 人 0 0 0
計 人 158 0 158

位置図

※直近の認可及び平成23年度実績は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）、簡易水道事業

　年鑑（平成23年度、総務省）より。

都道府県

一日最大給水量

平成23年度実績

①八戸圏域水道企業団水道事業
②南部町二又地区簡易水道事業

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度

構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

給水人口

 
〔八戸圏域水道企業団〕 
●施設概要 
八戸圏域水道企業団の主要浄水場は白山浄水場であり、馬淵川を水源としていたが、

新規水源として開発した新井田川水系世増ダムが平成 15 年度に、取水ポンプ場が平成

21 年度に完成し、現在は馬淵川 80,520m3/日と新井田川 50,000m3/日の 2 系統

130,520m3/日の取水となっている。 
ここを主軸として、圏域内の各ブロックへの安定した送水の確保、未普及区域の解消、

安全な水質の確保と有効な水運用を図るため、統合した各水道事業体の施設を有機的

に活用しながら送水施設及び配水施設の整備を行い施設形態の一元化及び圏域全体の

ライフラインの確保を図っている。 
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八戸圏域水道企業団の施設概要（その 1） 

（出典：八戸圏域水道事業経営変更認可申請書、平成 23 年度） 
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八戸圏域水道企業団の施設概要（その 2） 
（出典：八戸圏域水道事業経営変更認可申請書、平成 23 年度） 

 
●組織体制 
平成 25 年 4 月 1 日現在の組織体制は、次のとおりである。 
 

料金課

検査室

企業長

副企業長

総務課 配水課

事務局長

事務局次長
(事務担当)

事務局次長
(配水・工務・給水装置担当)

事務局次長
(水質管理担当)

経営企画課

管財出納課

工務課

給水装置課

浄水課

水質管理課

 
八戸圏域水道企業団の組織体制（出典：八戸圏域水道企業団ホームページ) 
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〔南部町二又地区簡易水道事業〕 
●施設概要 
二又地区簡易水道は、清廉な湧水を水源とし、塩素消毒のみで給水してきたが、原水

から大腸菌群が検出されたことから、八戸圏域水道企業団より浄水を分水することで

安定給水を行っている。 

 
南部町二又地区簡易水道事業の施設概要 

（出典：南部町二又地区簡易水道事業経営変更認可申請書、平成 20 年度） 
 
２．事業の沿革 
八戸圏域水道企業団は、昭和 61 年 3 月に、八戸市、三戸町、五戸町、名川町、南部町、

階上町、福地村、南郷村、百石町、六戸町、下田町の 11 市町村の水道事業を統合する創設

認可を受け設立された（なお、合併により現在の構成市町は八戸市、三戸町、五戸町、階

上町、南部町、六戸町、おいらせ町の 7 市町である）。その後、平成 17 年 3 月の八戸市

と南郷村の合併を機に、旧南郷村不習地区簡易水道は当企業団上水道給水区域へ統合し、

同村島守地区簡易水道については、青森県知事の認可を受け、同年 3 月 30 日より経営を

引き継ぐなど、事業統合に伴う変更認可も行い現在に至っている。 
南部町二又地区は南部町の西端に位置し、北西に新郷村、南は三戸町に接する丘陵地帯の

一角である。本地区は古来より飲料水の確保に困窮している地域であった。また、近年に

おける生活様式の変化及び農業形態の変化により飲雑用水の需要が拡大し、安全で衛生的

な飲料水の安定供給と、営農経営向上の基盤となる水道事業が望まれていた。二又地区簡

易水道は、農村総合整備モデルの一環として計画され、平成 4 年 11 月 25 日に簡易水道事

業の創設認可（指令第 4177 号）を受け、平成 8 年 1 月に供給を開始した。平成 21 年 2 月
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にはクリプトスポリジウム対策として八戸圏域水道企業団から分水を受ける事業変更認可

を行い現在に至っている。 

事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S61.4.1 給水開始 H8.1 給水開始
S62.12.26 第1期拡張事業変更認可 H19.5 指標菌検出

　計画給水人口　393,480人 H21.2.27 変更認可

　計画一日最大給水量176,440m3/日 　計画給水人口　102人

　新規水源を世増ダムに求める 　計画一日最大給水量　34.5m
3
/日

　　水源(ダム)：100,000m3/日 　　変更理由

　　浄水処理施設：750,000m3/日 　　①水源の種別の変更(湧水→分水)
　　（新井田川系浄水場） 　　②取水地点の変更(南部町→八戸市）

H13.3.30 変更認可 H24.4.1 企業団からの分水開始
　計画給水人口　371,100人

　計画一日最大給水量175,920m3/日
　　変更理由
　　①給水区域の拡張（3簡水編入）
　　②水源の種別・取水地点の変更
　　　（小規模水源の統合及び廃止等）
　　③浄水方法の変更　
　　④事業計画

H16.3 世増ダム竣工
H17.3.15 （創設認可）

　島守簡易水道
　　八戸市と南郷村の合併による創設
　（南郷村創設S34.8.15、変更S63.7.7）

H17.3.24 経営変更届
　計画給水人口　365,500人
　計画一日最大給水量142,500m3/日
　　変更理由
　　①給水区域の拡張（不習簡水編入）
　　　八戸市と南郷村の合併による編入

H18.3.31 白山浄水場(新井田川系)完成
H21.3.23 （変更認可）

　島守簡易水道
　　変更理由
　　①浄水方法の変更(湧水→分水）

H22.3.23 是川ポンプ場完成
（新井田川取水ポンプ場）

H24.3.30 変更認可
　計画給水人口　328,100人

　計画一日最大給水量117,900m
3
/日

　　変更理由
　　①浄水方法の変更(奥入瀬浄水場廃止)

　　②事業の全部譲受け(島守簡水統合)

S61.3.25 H4.11.25

沿革

八戸圏域水道企業団 南部町二又地区簡易水道事業

 

 
３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 施設の統廃合・効率的な更新 
 水源の確保・多元化 

（具体的理由） 
南部町二又地区簡易水道事業における水源水質悪化（大腸菌検出及び大量降雨時の濁度上

昇）対策のため、水道施設整備事業の検討を実施しており、経済性・維持管理性等の 5 つ

の面から比較検討した結果、八戸圏域水道企業団からの受水を採用（水源は廃止）した。

このことを受け、現在は八戸圏域水水道企業団より分水（平成 24 年 3 月分水契約締結）を

行っているが、平成 26 年 4 月を目標に事業統合を検討している。 
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４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

事業統合の検討主体は、次のとおりである。 
 中核となった規模の大きい水道事業体 

具体的には、事業統合先となる八戸圏域水道企業団である。 
 
（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

事業統合に向けた検討の経緯は、次のとおりである。 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H12.10.4 南部町より企業団へ依頼
・南部町二又地区簡易水道へ分水
する場合の配水管布設の概算費用
試算
・クリプトスポリジウム対策検討
のため

○企業団：3名
○南部町：2名

H16.12.7 再度、南部町より企業団へ依頼
・統合の方法（5つのケース）、事
業費試算
・結果を送付

○企業団

H19.1.25 南部町と協議
　・二又地区簡易水道の動向
　・分水計画案（統合は未確定）

○企業団：2名
○南部町：3名

H19.2 二又地区簡易水道事業検討書(クリ
プトスポリジウム対策)　策定

○南部町

H19.3.8 青森県と協議
・変更認可申請や統合計画書、事
前評価報告書、補助要望書の手続
き等について

○企業団：1名
○南部町：2名
○青森県：1名

H19.5 二又地区簡易水道事業事前評価 ○南部町

H19.7.5 二又簡水統合について方針　決定
・簡易水道事業及び飲料水供給施
設の統合に関する調査にて、それ
ぞれ青森県へ回答

○企業団
○南部町

H19.8.6 二又地区簡易水道の統合計画につ
いて
・H19.7.6　協議書
・H19.8.6 回答書(異議なし)

○南部町
○企業団

H19.9.22 南部町と協議
・送水管口径
・給水区域
・土地譲渡
・消火栓用水

○企業団：5名
○南部町：1名

H20.10.17 南部町と協議
・送水管の口径変更
・消火栓
・配水池容量

○企業団：2名
○南部町：1名

※統合に向けては、経営企
画課（旧計画課）が窓口と
なり協議等を実施してい
る。会議等の名称や、部会
等はない。
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年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H21.2.11 住民説明会開催
・企業団からの給水(統合)、料金
改正等について了解済み

○南部町

H21.8.11 二又送水管布設に係る設計図書の
作成について
・H21.6.22　依頼
・H21.8.11　設計図書送付

○南部町
○企業団

H22.12.20 南部町と協議
・新配水池の機械設備、電気計装
設備、伝送設備、無停電電源装置
について

○企業団：3名
○南部町：1名
○コンサルタント：4名

H23.2.7 南部町と協議
・遠方監視装置について(補助対
象、事務処理等)

○企業団：3名
○南部町：1名

H23.2.24 南部町と協議
・遠方監視装置について(企業団の
機能増設等)

○企業団：2名
○南部町：村1名
○メーカー：1名、コン
サルタント1名
○青森県：1名

H23.3.18 二又地区簡易水道遠方監視装置の
接続について
・H23.3.4　協議書
・H23.3.18 回答書(異議なし)

○南部町
○企業団

H23.10.27 南部町と協議
・分水契約(契約書案、分水単価、
分水水量等)

○企業団：2名
○南部町：3名

H23.11.29 南部町と協議
・分水契約(契約書案、検針・請求
方法、遠方監視の管理方法等)

○企業団：2名
○南部町：3名

H23.12.7 南部町と協議
・分水後の水質管理について

○企業団：5名
○南部町：1名

H23.12.28 二又簡水分水契約の締結
・H23.12.20　協議書
・H23.12.28　回答書

○企業団
○南部町

H24.2.24 南部町と協議
・分水に向けての最終確認(工事の
進捗状況、料金体系)

○企業団：6名
○南部町：1名

H24.3.8 洗管水量の分水料金減免について
・H24.3.8　協議書
・H24.3.14 回答書(承諾)

○南部町
○企業団

H24.4.1 分水開始

H24.11.29 二又簡水統合時期変更の申入れ
・当初　H27.4.1
・変更  H26.4.1(1年前倒し)

○南部町

H25.3.26 南部町との事前協議
・進め方等の確認

○企業団：2名
○南部町：3名

 



 
広域化検討中：八戸圏域水道企業団 

 Ⅳ-9

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H25.4.5 二又簡水の上水道統合について
・H26.4.5　協議書(協議開始)
・H25.4.9　回答書(承諾)

○南部町
○企業団

＊以後、調査・検討・協議・改善
を実施

H25.8.12 二又簡水統合関する基本合意書締
結
・H25.8.8　協議書
・H25.8.12 回答書

○企業団
○南部町

H25.9 企業団構成7市町議会 企業団規約改正　議決
・簡水債の元利償還金は南部町負
担

○企業団

H25.10.3 青森県規約変更届出受理 ○青森県

H25.12.5 南部町議会 条例廃止等　議決
・二又簡水給水条例等

○南部町

H25.12.20 企業団議会 企業団条例改正　議決
・設置等に関する条例
・給水条例

○企業団

H26.1予定 南部町二又簡水廃止届出 ○南部町

H26.2予定 企業団上水道変更届出 ○企業団

H26.2予定 住民説明会開催
・検針、支払い、手続き等説明

○南部町、企業団

H26.3予定 ・資産、文書の引継
・システム登録、変更

○企業団

H26.4.1 統合(予定)

 

 
②協議会や検討会等の設置状況 
統合に向けては、八戸圏域水道企業団経営企画課が窓口となり個別の協議を実施してい

る。協議会や検討会等の特別な組織は設置していない。 
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（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 
事業統合を進める中で生じた課題については、幾度も協議を重ね解決策を検討済みであ

る。主要な課題とその解決策は次のとおりである。 

課題 内容 解決策

事業体格差の扱い
（財政水準）

○水道料金の格差
家事用基本料金で2.8倍の格差が
ある。

　　南部町　1300円/20m
3

　　企業団　1836円/10m
3

○水道料金体系の統一
南部町、企業団とも用途別であっ
たが企業団はH23.10.1より口径別
となった。

○水道事業会計の違い
企業団は企業会計であるが、南部
町は官庁会計であり、財務状況等
を比較する場合、これを整理する
必要がある。

○水道料金の格差
○水道料金体系の統一
南部町は、統合時に企業団の水道料
金及び料金体系と同じになるよう、
条例を改正した。

○水道事業会計の違い
企業団が南部町から関係資料を収集
し、整理・比較した。

事業体格差の扱い
（施設・維持管理水準）

○施設管理水準の統一
遠方監視設備がなく、配水池等の
水量、水位、水質等がリアルタイ
ムで監視されていない。

○配水量と水質のバランス
施設規模に比べて配水量が少な
く、水質保持が厳しい。

○施設管理水準の統一
将来、企業団へ統合する予定である
ことから、補助による施設整備事業
を行う前に、設備等について協議調
整した。また、遠方監視システムに
ついては、二又簡水のデータを取り
込めるよう企業団の既設遠方監視シ
ステムを改造した（補助対象）。

○配水量と水質のバランス
配水池の残塩保持対策として、上記
事業により電気式追塩設備を設置し
た。また配水池の回転率を上げるた
め、2槽のうち1槽のみ使用してい
る。

他会計繰入金等の調整

○起債の元利償還金の費用負担
統合時に残っている簡水債の元利
償還金は、協議の結果、南部町が
負担することとなった。統合後、
南部町は一般会計から企業団へ繰
り入れる必要があり、議会議決が
必要。

○起債の元利償還金の費用負担
南部町は、一般会計から企業団へ繰
り入れるための手続きを行う。企業
団は、その旨を企業団規約に規定
(要構成7市町議会議決)。

地域に密着したサービスの継続

○検針、支払方法の違い
南部町の二又簡水は町内会長が検
針、集金し、町へ支払っている。

○検針、収納の違い
南部町が住民説明会を開催し、統合
後は企業団の方法で行うことで住民
の了解を得た。なお、企業団では、
口座振替の他、コンビニでも支払え
るよう、お客様の利便性向上を図っ
ている。

災害時・事故時対応

統合時に職員が減ったことによ
り、緊急時、あるいは危機管理体
制が困難となった。

構成団体の応援、管内水道施設工事
業者との災害協定、日水協北海道地
方支部道央地区協議会との災害協定
を結んだ。
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課題 内容 解決策

統合事務

○統合準備期間が短いことによる
業務の過密
統合が計画より1年前倒しとなっ
たため、業務が過密となった。

○統合準備期間が短いことによる業
務の過密
担当課から出された調査検討事項を
基に作業計画を作成、情報共有を図
りながら、事務遂行に努めている。

その他

○引継がない施設の利用
二又簡水は農村総合整備モデル事
業で整備した営農飲雑用水施設で
ある。住民から南部町へ「企業団
へ引き継がない取水施設～着水井
までを営農雑用水として使用した
い」と要望があったため、これら
施設を廃止せず、活用するための
工事や維持管理等が必要となっ
た。

○引継がない施設の利用
整備事業により、着水井と配水池の
切り離し等の工事を実施。事業完了
後は、南部町がこれら施設を所有
し、維持管理する。

 

 
（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 

平成 26 年 4 月 1 日の統合を目指して協議を進めているところである。 
 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 

事業統合までの期間が短く、事業規模が小さいため、二又地区簡易水道事業との間で統

合までに別の広域化メニューを実施する予定はない。 
ただし、北奥羽地区水道事業協議会のメンバー（青森県南、岩手県北の 22 水道事業体）

との間で、経営の一体化、管理の一体化、施設の共同化といった将来を見据えた戦略的

な広域化の検討を始めたところである。 
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１．事業の概要 
水道施設の大量更新時期と人口減少社会を迎えるにあたり、岩手中部広域水道企業団とそ

の構成市町は、平成 16 年１月に「在り方委員会」を設置し検討した結果、平成 18 年 3 月

「統合は大きな効果をもたらす」旨の報告を受けた。その後各事業体で策定した地域水道

ビジョンで広域化（垂直統合）を目指すことを掲げ、平成 23 年 3 月に「広域化基本構想」

を策定し、同年 5 月に水道広域化推進協議会を設置。同年 10 月に「統合に関する覚書」締

結した。平成 24 年 3 月には「広域化事業計画」を策定し、同年 4 月から統合準備室を設置

し事業統合に向けた準備を進めている。 

岩手中部広域水道企業団
岩手県
垂直統合
平成26年度

直近の認可 単位 ① ② ③ ④ 計
平成22年度 平成31年度 平成37年度 平成28年度 －

人 95,000 94,200 32,430 221,630

m3/日 (65,500) 35,400 39,200 12,540 87,140
単位 ① ② ③ ④ 計
人 92,903 86,050 32,060 211,013

m3/日 (32,912) 31,368 33,810 11,720 76,898
職員数 事務職 人 3 7 13 6 29

技術職 人 10 16 15 5 46
技能職 人 0 0 0 0 0
計 人 13 23 28 11 75

位置図

※直近の認可及び平成23年度実績は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）より。

　花巻市の直近の認可はH24.3のもの、H23実績は、花巻、石鳥谷及び大迫水道事業の合計。

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度

構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

給水人口

都道府県

一日最大給水量

平成23年度実績

①岩手中部広域水道用水供給事業
②北上市水道事業
③花巻市水道事業
④紫波町水道事業

 

岩手中部広域水道企業団 
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〔岩手中部広域水道企業団〕 
企業団の用水供給事業においては、県営の入畑ダムから一日最大 38,000m3/日を取水

し、岩手中部浄水場で浄水処理した後、一日最大送水量 35,500m3/日（施設能力）の浄

水を企業団構成市町（北上市、花巻市、紫波町）の配水池（12 箇所）に供給する計画

となっている。 
 

〔企業団構成市町〕 
北上市の水道は、平成 3 年 4 月の北上市・和賀町・江釣子村の合併により、旧市町

村で運営してきた上水道を引き継ぎ運営されている。 
花巻市の水道は、平成 18 年 1 月の花巻市・大迫町・石鳥谷町・東和町の合併によ

り、旧市町で運営してきた上水道および簡易水道事業を引き継ぎ運営されている。 
紫波町の水道は、紫波上水道を主体に、船久保営農飲雑用水施設（船久保簡易水道）

及び中平飲料水供給施設、紫野、山屋、大志田の簡易給水施設により、水を供給して

いる。 
岩手中部広域水道企業団及び構成市町における主要な水道施設の諸元及び分布を次

に示す。 
 

事業種別 水源種別 
取水能力 

（取水可能量） 
浄水場名 浄水種別 

岩手中部広域水道 
用水供給 

ダム水 
水利権許可水量 
38,000m3/日※1 

（給水能力 35,500） 
岩手中部浄水場 急速ろ過 

北上市上水道 

表流水 20,000 m3/日※1 北上川浄水場 急速ろ過 
浅井戸 3,600 m3/日 和賀川浄水場 

（休止中） 
滅菌処理 

表流水 6,700m3/日※1 急速ろ過 
浅井戸 2,360 m3/日 江釣子浄水場 滅菌処理 
湧水 868 m3/日 仙人浄水場 滅菌処理 
浅井戸 （472 m3/日） 横川目第 2 滅菌処理 
湧水 （700 m3/日） 岩沢 滅菌処理 

夏油保養温泉 
給水施設専用水道 

表流水 （158 m3/日） 夏油浄水場 緩速ろ過 

花巻市上水道 
（旧花巻市地区） 

表流水 
10,000+ 

11,550 m3/日※1 
高円万寺浄水場 

急速ろ過+
緩速ろ過 

表流水 1,500 m3/日※1 
湯本浄水場 
（休止中） 

急速ろ過 
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事業種別 水源種別 
取水能力 

（取水可能量） 
浄水場名 浄水種別 

花巻市上水道 
（旧大迫町地区） 

表流水 2,180 m3/日※1 中央浄水場 急速ろ過 
表流水 864 m3/日※1 立石浄水場 急速ろ過 
湧水 120 m3/日※1 樋の口浄水場 滅菌処理 
湧水 85 m3/日※2 旭ノ又浄水場 滅菌処理 
湧水 50 m3/日※2 沢崎浄水場 滅菌処理 
湧水 43 m3/日 堅沢浄水場 滅菌処理 
湧水 124 m3/日※2 小又浄水場 滅菌処理 

表流水 84 m3/日※2 折壁浄水場 滅菌処理 
表流水 97 m3/日※2 小呂別浄水場 滅菌処理 
湧水 80 m3/日※2 岳浄水場 滅菌処理 

花巻市上水道 
（旧石鳥谷地区） 

伏流水 2,310 m3/日※1 新掘浄水場 滅菌処理 
浅井戸 650 m3/日 十日市浄水場 滅菌処理 

（
旧
東
和
町
地
区
） 

土沢簡易水道 
伏流水 500 m3/日 土沢浄水場 滅菌処理 
伏流水 110 m3/日 晴山浄水場 滅菌処理 

東和第 1 簡易水道 
表流水 1,442 m3/日※1 竹中浄水場 急速ろ過 
表流水 877 m3/日※1 谷内浄水場 急速ろ過 

東和第 3 簡易水道 浅井戸 1,050 m3/日 中内浄水場 急速ろ過 
田瀬簡易水道 浅井戸 360 m3/日 田瀬浄水場 急速ろ過 

紫波町上水道 

深井戸 2,408 m3/日 片寄浄水場 急速ろ過 
湧水 526 m3/日 小山沢 滅菌処理 
湧水 564 m3/日 大明神 滅菌処理 
湧水 3,134 m3/日 水分 滅菌処理 

伏流水 4,320 m3/日 古館揚水場 滅菌処理 
浅井戸 530 m3/日 

長岡揚水場 滅菌処理 
深井戸 217 m3/日 
湧水 1,115 m3/日 赤沢浄水場 膜処理 
湧水 （予備水源） 沢田 滅菌処理 

浅井戸 （予備水源） 佐比内 緩速ろ過 
船久保営農飲 
雑用水簡易水道 

表流水 （190 m3/日） 船久保浄水場 緩速ろ過 

※1 取水能力のうち、水利権有の水源は既得水利権を示す。 

※2 花巻市大迫地区の急速ろ過浄水場は配水能力＝取水能力。 

（出典：岩手中部水道広域化基本構想 概要版、平成 23 年 3 月、岩手中部広域水道企業団、北上市、花巻市、紫波町） 
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岩手中部広域水道企業団構成市町村 上水道主要施設配置図 
（出典：水道事業統合及び施設の統廃合・再構築の事例集、平成 22 年 3 月） 
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２．事業の沿革 
構成団体の沿革は、次のとおりである。 

事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S55.9.22 設立許可 Ｓ33.4 給水開始
H2.3.30 変更認可 S38.3.18 第１次拡張事業変更認可

　供給対象に紫波町を加える 　計画給水人口20,000人
　供給水量を30,000㎥/日増やし65,500㎥/日 　計画一日最大給水量6,000㎥/日

H3.4.1 供給開始 S46.3.24 第２次拡張事業変更認可
  供給能力35,500㎥/日 　計画給水人口27,000人

H13.3.31 30,000㎥/日増設を計画していたダムの建設中止 　計画一日最大給水量9,450㎥/日
S51.3.31 第３次拡張事業変更認可

　計画給水人口28,000人
　計画一日最大給水量27,600㎥/日

S61.10.27 第４次拡張事業変更認可
　計画給水人口66,000人
　計画一日最大給水量34,450㎥/日

H3.4.1 北上市、和賀町、江釣子村が合併し、
新北上市となる

H5.3.31 第５次拡張事業変更認可
　計画給水人口99,400人
　計画一日最大給水量58,300㎥/日

H22.3.19 計画変更認可
　計画給水人口95,000人
　計画一日最大給水量35,400㎥/日

S58.12.27

北上市

S28.2.25

岩手中部広域水道企業団

沿革

 
事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
不詳 給水開始 Ｓ35.4 給水開始

S27.4.28 第１次拡張事業変更認可 S41.4.24 第１回変更認可
　計画給水人口30,000人 　計画給水人口13,000人
　計画一日最大給水量6,000㎥/日 　計画一日最大給水量3,250㎥/日

S39.12.21 第２次拡張事業変更認可 S45.3.30 第２回変更認可
　計画給水人口30,000人 　計画給水人口16,000人
　計画一日最大給水量10,500㎥/日 　計画一日最大給水量6,000㎥/日

S48.3.13 第３次拡張事業変更認可 S46.3.30 第３回変更認可
　計画給水人口47,500人 　計画給水人口19,000人
　計画一日最大給水量21,000㎥/日 　計画一日最大給水量6,800㎥/日

S54.5.29 第４次拡張事業変更認可 S47.3.31 第４回変更認可
　計画給水人口49,800人 　計画給水人口19,000人
　計画一日最大給水量21,000㎥/日 　計画一日最大給水量6,800㎥/日

S56.11.13 第５次拡張事業変更認可 S53.10.6 第５回変更認可
　計画給水人口58,400人 　計画給水人口20,000人
　計画一日最大給水量22,600㎥/日 　計画一日最大給水量9,000㎥/日

S62.4.22 第６次拡張事業変更認可 S60.4.6 第６回変更認可
　計画給水人口72,300人 　計画給水人口26,600人
　計画一日最大給水量33,500㎥/日 　計画一日最大給水量10,080㎥/日

H18.1.1 花巻市、石鳥谷町、大迫町、東和町が合併 H2.4.1 第７回変更認可
し、新花巻市となる 　計画給水人口28,410人

H24.3.30 計画変更認可 　計画一日最大給水量10,080㎥/日
  計画給水人口94,200人 H4.3.31 第８回変更認可
  計画一日最大給水量39,200㎥/日 　計画給水人口31,700人

　計画一日最大給水量14,460㎥/日
H19.8.30 第９回変更認可

　計画給水人口32,430人
　計画一日最大給水量12,540㎥/日

紫波町

S4.12.4 S35.3.28

花巻市

沿革
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３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 水需給の不均衡解消 
 施設の統廃合・効率的な更新 

（具体的理由） 
水需給の不均衡解消について 

施設最大稼働率が 97％で水源に余裕がない町がある一方、62%と水源に余裕がある市

もある。しかし、用水供給事業における市町確保水量枠の変更は難しく、事業統合し一

体で市町の境を越えた水運用を行うことで不均衡解消を図る。 
施設の統廃合・効率的な更新 

水需要が少しずつ減少していく見通しであるのに対し、更新需要は増大していくこと

から、安定水源を中心に市町の境を越えた水運用実施を基本に、施設を統廃合し、効率

的な更新を行う。 
 

４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

 中核となった規模の大きい水道事業体 
事業統合の検討主体は、岩手中部広域水道企業団とその構成市町である北上市、花巻市、

紫波町の各水道事業体で、事務局は企業団が行った。 
 
（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

岩手中部広域水道企業団及び構成市町では、早くから広域化の有用性に着目し、企業団

用水の供給市町区域（以下、「岩手中部地域」という。）における広域化について情報を

共有して検討を重ねてきた。そして、企業団及び構成市町とも平成 22 年 3 月までに、「安

全・安心・安定」の水道を「効率的・効果的・持続的」に推進する「岩手中部の広域化」

を目指して、を基本理念とする水道ビジョンを策定するとともに、平成 23 年 3 月には、

「岩手中部水道広域化基本構想」を策定、公表している。平成 23 年 10 月には企業団及

び構成市町の 4 者で、平成 26 年 4 月の事業統合を目指して覚書を締結した。 
また、平成 23 年 10 月から 12 月にかけて、外部有識者による事業評価委員会を設置・

開催し、「水道広域化促進事業費」の国庫補助申請に向けた事業評価を行うとともに、平

成 25 年 10 月 10 日には企業団及び構成市町で水道事業統合に関する協定締結を行った。 
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年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H16.1～18.3 岩手中部広域水道在り方委
員会

企業団・市町の現状把握と統合の効
果、課題について調査検討

○市町水道担当部所
長、課長及び担当係長
○企業団事務局長、次
長及び担当係長

H19.1～19.5 企業団構成市町水道担当者
会議及び部所長会議

地域水道ビジョンの策定について協
議
　・共通認識のもと水道のあるべき
将来像を描く
　・広域化についてより詳細に検討
する
　・策定検討委員会を設置し、共同
でコンサルタントへ委託する

○市町水道担当部所
長、課長及び担当係長
○企業団事務局長、次
長及び担当係長

H19.5～21.3 地域水道ビジョン策定検討
委員会

地域水道ビジョン策定
　現状分析・評価、施設調査、水需
要推計、課題の抽出、将来像と目標
設定、実現方策の検討を行い、平成
26年度の事業統合をめざす方向を示
した

○企業団副企業長（副
市長）
○市町水道担当部所
長、課長及び担当係長
○企業団事務局長、次
長及び担当係長

H21.5～23.3 水道広域化推進検討委員会 水道広域化基本構想策定
　水道サービス水準の把握と評価、
課題の整理、水需要推計、施設整備
計画（概略）、財政計画、広域化の
効果（給水原価・供給単価の試算）

○市町水道担当部所
長、課長、課長補佐及
び担当係長
○企業団事務局長、次
長及び担当係長

H23.5～ 水道広域化推進協議会 水道広域化事業計画策定と統合に向
けて、総合的に協議し、合意形成を
図る

○企業長、構成市町長
（企業長の属する市は
副市長）、企業団議会
議長
○市町水道部所長・課
長等と企業団事務局
長・次長等

H23.10.6 水道事業統合に関する覚書
締結

統合の目的、時期、方法、資産引継
ぎ、水道料金の統一について基本的
合意

企業長、構成市町長

H24.4.1 統合準備室設置 統合に係る事務を行う

Ｈ25.9 構成市町議会 新企業団設置について議決

Ｈ25.10 水道事業統合に関する協定
締結

統合の目的、時期、方法、事務所の
設置、組織、職員構成、資産引継
ぎ、水道料金等について合意

企業長、構成市町長
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②協議会や検討会等の設置状況 
協議会や検討会等の設置状況は、次のとおりである。初期段階としては、各事業体の現

状把握と統合の効果、課題について調査する目的で、平成 16～17 年度にかけて「岩手中

部広域水道在り方委員会及び同専門部会」を設置した。構想・検討段階では、企業団及

び構成市町で広域化に対する共通目標を持ち、取組の方向性を検討する目的で「地域水

道ビジョン策定検討委員会及び同専門部会」、「水道広域化推進検討委員会及び同専門部

会」を設置した。最終の調整段階では、具体的に事業統合に関わる課題解決、合意形成

を図る目的で「水道広域化推進協議会及び同幹事会」を設置し、平成 26 年 4 月の事業統

合を目指している。 

段階 協議会・検討会等の名称 設置目的・位置づけ 構成メンバー

1.初期段階 岩手中部広域水道在り方
委員会及び同専門部会
（経営財政と施設管理の
２部会

各事業体の現状把握と統
合の効果、課題について
調査検討

委員会：市町水道部所長・課長
と企業団事務局長・次長
専門部会：市町及び企業団係長
級職員

地域水道ビジョン策定検
討委員会及び同専門部会

企業団と構成市町は、共
通の目標を持ち、互いに
役割分担しながら水道の
あるべき将来像を示す地
域水道ビジョンを策定す
る。

委員会：企業団副企業長、市町
水道部所長・課長と企業団事務
局長・次長
専門部会：市町及び企業団の課
長補佐、係長級職員

水道広域化推進検討委員
会及び同専門部会

地域水道ビジョンの方針
に基づき、水道広域化を
推進するため、調査検討
を行う

委 員 会：市町水道部所長・課
長と企業団事務局長
専門部会：市町及び企業団の課
長補佐、係長級職員

3.調整段階 水道広域化推進協議会及
び同幹事会

企業団及び構成市町の水
道事業統合に向けて、総
合的に協議し、合意形成
を図る。

協議会：企業長、構成市町長
（企業長の属する市は副市
長）、企業団議会議長
幹事会：市町水道部所長・課長
等と企業団事務局長・次長等

2.構想・検討段階

 

※段階の説明 
1. 初期段階（まず広域化検討のスタートラインに立つため、関係者と広域化検討を

行う場を持っている段階） 
2. 構想・検討段階（広域化の形態や枠組みの検討、施設の共同整備、人事交流、遠

い将来も含めた着地点の検討等を行っている段階） 
3. 調整段階（住民や議会等との合意形成を図りつつ、関係者との調整等を進めてい

る段階） 
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（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 
事業統合を進める中で生じた課題については、ほぼ解決策を検討済みであるが、災害

時・事故時対応で一部検討中のものもある。 

課題 内容 解決策

事業体格差の扱い
（財政水準）

・水道料金の格差
家事用で最低1,860円、最高2,350円
で約1.3倍の格差がある。
・水道料金体系の統一
用途別と口径別の2種類の料金体系
があり、統一が必要である。

・水道料金の格差
料金体系が変わる市町に激変緩和措
置を講じ、段階的に現行料金と新水
道料金との差額を調整し、５年後に
統一する予定。
・水道料金体系の統一
統合エリア内では、口径別または用
途別を採用しているが、わかりやす
い区分であることや全国的に口径別
料金体系が増えている事から口径別
体系に統一する予定。

事業体格差の扱い
（施設・維持管理水準）

・施設の更新状況の格差
これまでの建設改良費の投資具合に
より、老朽施設を多く抱えていると
ころと更新が進んでいるところがあ
る。

・施設の更新状況の格差
アセットマネジメントの手法によ
り。資産の保有状況に応じ、老朽施
設を多く抱えているところは今後の
更新費用も多く計画し、更新ペース
を上げる。

他会計繰入金等の調整

・一般会計からの繰入金の負担割合
広域化促進事業に要する経費に係る
一般会計繰入金の負担割合の調整が
必要である。

・一般会計からの繰入金の負担割合
アセットマネジメントの手法によ
り、資産の保有状況に応じ、老朽施
設を多く抱えている市町は今後の更
新費用も多く計画し、国庫補助事業
期間の一般会計負担金もそれに伴っ
て多く負担いただく予定。

職員人員配置

・職員の確保
統合後もスムーズに事業を継続させ
るため職員をどう確保するか。

・職員の確保
構成市町職員から新企業団へ移籍を
希望する人を募るとともに、現企業
団職員と合わせ、ほぼ予定した人員
を確保できる見通しとなったが、若
干不足している分は市町からの派遣
を予定している。

条例・例規等の見直し

・職員給与体系の調整
市町によって運用の違いがある。

・職員給与体系の調整
統合時は現在の号給を踏襲すること
とし、統合後数年かけて調整する予
定。

地域に密着したサービスの継続

・料金徴収の窓口業務など住民サー
ビスの維持・向上
料金徴収等業務を委託しているとこ
ろと直営で行っているところがあ
り、その調整が必要である。

・料金徴収の窓口業務など住民サー
ビスの維持・向上
料金徴収等業務を委託しているとこ
ろの状況を視察したり、費用や収納
率、誤検針率などデータで示し包括
委託でも住民サービスの維持向上が
見込まれる。

災害時・事故時対応

・夜間、休日の住民からの連絡を受
ける態勢再構築
職員が交代で当番をしたり、浄水場
運転管理受託業者が受けたりとそれ
ぞれなので、態勢の再構築が必要で
ある。

・夜間、休日の住民からの連絡を受
ける態勢再構築
浄水場運転管理受託業者が受ける方
法を検討中。

 
 



 
広域化検討中：岩手中部広域水道企業団 

 Ⅳ-21 

（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 
事業統合に向けたスケジュールは、次のとおりである。 
 
 平成 26 年 2 月ごろ…新企業団議会を開催し条例、予算等を議決する予定。 
 平成 26 年 3 月まで…事業認可を受ける予定。 
 平成 26 年 4 月から…統合事業開始予定。 

 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 

事業統合を目指した検討を優先して進めており、その他の広域化メニューに関する検討

は行っていない。 
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１．事業の概要 
群馬県東部 3 市 5 町（太田市、館林市、みどり市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町及

び邑楽町）では、水道事業の運営基盤を強化する方策として水道の広域化を検討している。 

群馬県東部3市5町
群馬県
水平統合
平成28年度

直近の認可 単位 ① ② ③ ④ ⑤
平成32年度 平成20年度 平成25年度 平成12年度 平成35年度

人 218,400 90,500 54,100 27,400 11,600

m3/日 99,000 59,000 28,900 13,630 6,600
単位 ① ② ③ ④ ⑤
人 219,912 78,457 49,674 15,638 11,357

m3/日 90,227 34,090 21,654 11,169 5,988
職員数 計 人 22 19 28 5 4

直近の認可 単位 ⑥ ⑦ ⑧ 計
平成23年度 平成32年度 平成20年度 －

人 20,000 50,000 37,000 509,000

m3/日 15,000 39,000 23,800 284,930
単位 ⑥ ⑦ ⑧ 計
人 11,673 40,274 26,639 453,624

m3/日 6,444 18,390 11,529 199,491
職員数 計 人 4 8 7 97

位置図

※直近の認可及び平成24年度実績は各事業体決算値。

①太田市水道事業
②館林市水道事業
③みどり市水道事業
④板倉町水道事業

⑤明和町水道事業
⑥千代田町水道事業
⑦大泉町水道事業
⑧邑楽町水道事業

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度

構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

給水人口

平成24年度実績
給水人口

都道府県

一日最大給水量

平成24年度実績

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

一日最大給水量

 

群馬県東部 3 市 5 町 
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〔群馬県東部 3 市 5 町〕 
構成団体の水道事業の概要は次に示すとおりであり、平成 24 年度時点における当該地

域の給水人口は約 45 万人、一日最大給水量は約 20 万 m3/日である。 
また、本地域における特徴的な事業運用の概要を以下に示す。 

・ 太田市及び館林市では、民間企業に第三者委託（包括業務委託）を実施している。 
・ みどり市は桐生市と共同検査体制を構築している。 
・ 各構成団体は、群馬県用水供給事業の受水団体であり、東部地域水道用水供給事業と

新田山田水道用水供給事業から受水している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主要施設の配置図（群馬県東部 3 市 5 町） 
 
 
 

群馬県企業局
新田山田水道浄水場
（施設能力42,300m3/日）

群馬県企業局
東部地域水道浄水場
（施設能力40,750m3/日）千代田町

第三浄水場
千代田町
第四浄水場

大泉町
第二浄配水場

太田市
牛沢受水場

太田市
利根浄水場

大泉町
第一浄配水場

千代田町
第一浄水場

千代田町
第五浄水場

邑楽町
第三浄水場

邑楽町
中野浄水場

館林市
第三浄水場

館林市
第二浄水場

館林市
第一浄水場

板倉町
西配水場

明和町
南大島浄水場

明和町
上江黒浄水場

明和町
大輪浄水場

板倉町
南浄水場

板倉町
第五（東）
浄水場

板倉町
第三（岩田）
浄水場

板倉町
第一（北）
浄水場

太田市
渡良瀬浄水場

みどり市
塩原浄水場

みどり市
桐原配水場

太田市
新田受水場

太田市
藪塚受水場

群馬県東部3市5町
主要施設の配置図

※各事業体のホームページをもとに作成
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２．事業の沿革 
構成団体の沿革は、次のとおりである。 
事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S12.12. 2 創　設 S29. 8.27 創　設

　計画給水人口　 25,000人 　計画給水人口 　28,700人
　計画一日最大給水量　 4,500㎥/日 　計画一日最大給水量　 5,740㎥/日

S32.12.12 第1次拡張 S37.12.25 第1次拡張
　計画給水人口　 50,000人 　計画給水人口 　28,700人
　計画一日最大給水量　13,500㎥/日 　計画一日最大給水量　 5,740㎥/日

S39. 1.24 第2次拡張 S40.12.27 第2次拡張
　計画給水人口　120,000人 　計画給水人口 　28,700人
　計画一日最大給水量　36,000㎥/日 　計画一日最大給水量　 5,740㎥/日

S45. 6.23 第3次拡張 S42. 1.28 第3次拡張
　計画給水人口　120,000人 　計画給水人口 　62,000人
　計画一日最大給水量　36,000㎥/日 　計画一日最大給水量　18,600㎥/日

S47. 3.31 第4次拡張 S50. 3.31 第4次拡張
　計画給水人口　200,000人 　計画給水人口　 63,000人
　計画一日最大給水量 103,600㎥/日 　計画一日最大給水量  25,200㎥/日

S54. 4. 2 第4次拡張一部変更 S56. 5.15 第5次拡張
　計画給水人口　161,600人 　計画給水人口　 86,000人
　計画一日最大給水量 103,600㎥/日 　計画一日最大給水量  45,150㎥/日

S58. 6.15 第5次拡張 H 4. 3. 9 第6次拡張
　計画給水人口　205,000人 　計画給水人口 　90,500人
　計画一日最大給水量 159,400㎥/日 　計画一日最大給水量  52,750㎥/日

S63. 3.31  第5次拡張一部変更 H 7. 3.31 第7次拡張
　計画給水人口　205,000人 　計画給水人口 　90,500人
　計画一日最大給水量 159,400㎥/日 　計画一日最大給水量  59,000㎥/日

H11. 3.26  第5次拡張一部変更
　計画給水人口　220,590人
　計画一日最大給水量 159,400㎥/日

H12. 3. 6  第5次拡張一部変更
　計画給水人口　179,600人
　計画一日最大給水量 115,400㎥/日

沿革

太田市水道事業 館林市水道事業

S.12.12. 2 S.29. 8.27

 
事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S35. 3. 1 創　設 （大間々笠懸上水道組合） S40. 7.30 創　設

　計画給水人口 　20,000人 　計画給水人口 　8,400人
　計画一日最大給水量　 3,600㎥/日 　計画一日最大給水量　 1,260㎥/日

S44. 3.31 創設変更 S43. 2. 7 第1次拡張
　計画給水人口 　20,000人 　計画給水人口　18,150人
　計画一日最大給水量　 3,600㎥/日 　計画一日最大給水量　 2,723㎥/日

S46. 3.31 第1次拡張 S45. 7.31 第2次拡張
　計画給水人口 　45,000人 　計画給水人口　 20,000人
　計画一日最大給水量　22,500㎥/日 　計画一日最大給水量　 4,000㎥/日

S63. 5.31 第2次拡張 S46. 9. 1 第2次拡張変更
　計画給水人口 　50,000人 　計画給水人口　 20,000人
　計画一日最大給水量　28,900㎥/日 　計画一日最大給水量 　4,000㎥/日

H13. 8. 1 経営変更 S49. 11.15 第3次拡張
　計画給水人口 　77,700人 　計画給水人口　 20,000人
　計画一日最大給水量　42,300㎥/日 　計画一日最大給水量 　8,000㎥/日

H16.12. 3 一部廃止 H3. 10.30 第4次拡張
　計画給水人口 　54,100人 　計画給水人口　 27,400人
　計画一日最大給水量　28,900㎥/日 　計画一日最大給水量　13,630㎥/日

H18. 3.27 創　設 （みどり市）
　計画給水人口 　54,100人
　計画一日最大給水量　28,900㎥/日

沿革

板倉町水道事業

S.40. 7.30

みどり市水道事業

S.35. 3. 1
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事業体名 千代田町水
創設認可
年月日

S43. 9. 2

年月日 内容 年月日 内容
S35. 8.16 創　設 （広域簡易水道にて創設） S43. 9. 2 創　設

　計画給水人口　 10,000人 　計画給水人口  　8,000人
　計画一日最大給水量　 1,612㎥/日 　計画一日最大給水量　 1,200㎥/日

S42. 1. 5 第1次拡張 S46. 8.10 第1次拡張
　計画給水人口 　10,000人 　計画給水人口  　8,000人
　計画一日最大給水量　 2,113㎥/日 　計画一日最大給水量　 1,200㎥/日

S48. 3.31 第2次拡張 S51. 5.29 第2次拡張
　計画給水人口　 10,000人 　計画給水人口 　11,000人
　計画一日最大給水量　 3,000㎥/日 　計画一日最大給水量　 3,300㎥/日

S49. 9.11 第2次拡張第1次変更 S63. 3.30 第3次拡張
　計画給水人口　 10,000人 　計画給水人口　 13,000人
　計画一日最大給水量　 3,000㎥/日 　計画一日最大給水量　 7,500㎥/日

S59. 8.23 第3次拡張 H 9.12.11 第4次拡張
　計画給水人口 　11,300人 　計画給水人口　 20,000人
　計画一日最大給水量　 5,000㎥/日 　計画一日最大給水量  15,000㎥/日

H6. 8.18 第4次拡張
　計画給水人口 　13,400人
　計画一日最大給水量  10,100㎥/日

H20.10.16 第4次拡張第1次変更
　計画給水人口 　11,600人
　計画一日最大給水量 　6,600㎥/日

沿革

明和町水道事業

S.35. 8.16

 
事業体名 邑楽町水道
創設認可
年月日

S37.6.20

年月日 内容 年月日 内容
S37. 12.27 創　設 S37. 6.20 創　設

　計画給水人口 　20,000人 　計画給水人口 　15,700人
　計画一日最大給水量　 5,800㎥/日 　計画一日最大給水量　 2,355㎥/日

S41. 3.24 第1次変更 S44. 3.31 第1次拡張
　計画給水人口　 20,000人 　計画給水人口 　16,000人
　計画一日最大給水量　 5,800㎥/日 　計画一日最大給水量　 4,800㎥/日

S42. 1.28 第2次変更 S47. 3.28 第2次拡張
　計画給水人口 　20,000人 　計画給水人口 　20,000人
　計画一日最大給水量　 8,300㎥/日 　計画一日最大給水量　 9,000㎥/日

S43. 1.12 第1次拡張 S49. 3.30 第2次拡張第1次変更
　計画給水人口 　20,000人 　計画給水人口　 20,000人
　計画一日最大給水量  10,800㎥/日 　計画一日最大給水量　 9,000㎥/日

S45. 2.19 第3次拡張 S52. 5.18 第2次拡張第2次変更
　計画給水人口 　60,000人 　計画給水人口 　20,000人
　計画一日最大給水量  21,000㎥/日 　計画一日最大給水量　 9,000㎥/日

S49. 3.30 第3次拡張第1次変更 S57. 3.29 第3次拡張
　計画給水人口 　60,000人 　計画給水人口　 33,000人
　計画一日最大給水量  21,000㎥/日 　計画一日最大給水量  15,000㎥/日

S54. 12.27 第4次拡張 S59. 2.22 第3次拡張第1次変更
　計画給水人口 　50,000人 　計画給水人口 　33,000人
　計画一日最大給水量  39,000㎥/日 　計画一日最大給水量  15,000㎥/日

H 2. 7.16 第4次拡張第1次変更 H 7. 6.19 第4次拡張
　計画給水人口　 50,000人 　計画給水人口　 37,000人
　計画一日最大給水量  39,000㎥/日 　計画一日最大給水量  23,800㎥/日

H 7. 3.31 第4次拡張第2次変更
　計画給水人口 　50,000人
　計画一日最大給水量  39,000㎥/日

H14. 2.14 第4次拡張第3次変更
　計画給水人口　 50,000人
　計画一日最大給水量  39,000㎥/日

沿革

大泉町水道事業

S.37.12.27
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３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 施設整備水準の向上 
 施設の統廃合・効率的な更新 
 人材確保・技術力の確保 
 通常時の管理体制強化・緊急時体制の強化 
 更新等に必要な財源の確保・柔軟性ある事業計画 

（具体的理由） 
将来的な水需要減少に伴う経営環境悪化が想定される中、大規模な施設更新事業が控えて

いる。こうした状況下において、単独事業で施設更新に取り組んだ場合に比して事業統合

による施設統廃合は、資金面での経済性が高く、水運用や危機管理でのマネジメントも高

まる結果を得たため、次世代に向けた事業構成として、広域化における事業統合を選択し

た。 
なお、今後の事業推進にあたっては、「事業統合検討の手引き－水道版バランススコアカ

ード（事業統合）の活用－」（平成 23 年 2 月、厚生労働省）を用い、本地域における事業

統合の枠組みに合致する戦略目標を設定した。 
 

事業統合の戦略目標（出典：群馬東部水道広域化基本計画、平成 25 年 9 月） 
視点 戦略目標 戦略目標達成のための方針 

①再構築の視点 

既存施設の有効活用 水質、老朽化等の課題があるとした水源・浄水場の

廃止、余力のある水源・浄水場の有効利用 施設の統廃合 

維持管理の効率化 施設の集約、技術部門の集約、集中監視の推進、民

間委託の活用 
事務の効率化 事務部門の集約、各種システムの統合 
人材の確保 専門職員の確保 
補助金活用事業 国庫補助制度を活用した施設整備 

②学習と成長 
の視点 

人材の育成 規模の集約により、将来にわたり事業の継続が可能

なように、人材の育成を図る 
組織力の向上 組織体制を整え、組織力の向上を図る 
技術力の継承 技術力の集約、技術情報の継承を図る 

③財務の視点 
資金の確保 二重投資となるような更新事業、新設事業を回避、

国庫補助の活用 

維持管理費の低減 施設の集約による維持管理の効率化により、維持管

理費の低減を図る 

④内部プロセス 
の視点 

施設・管路の更新 事業統合で確保した財源による老朽化施設・管路の

計画的更新 
耐震化 
（ハード、ソフト） 

事業統合で確保した財源により、施設及び管路の耐

震化、応急対策の体制整備を進める 

維持管理の向上 事業統合で技術力や財政規模を集約し、遠方監視設

備による常時監視による維持管理レベルの向上 

水質管理の向上 事業統合で技術力や財政規模を集約し、水源から蛇

口までの一元管理による水質管理レベルの向上 
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視点 戦略目標 戦略目標達成のための方針 

⑤顧客の視点 

サービスの向上 料金統一、支払方法等の利便性の改善など、各種サ

ービスの向上を図る 

水質の向上 技術力や施設の統合を通じて、提供する水質を向上

させ、安心・安全な水の供給を図る 

安定した供給 安定的な供給が図れるよう、災害時の被害低減、断

水事故の低減等を図る 

応急対策の充実 技術力・財政力の強化により、非常時における応急

対策（応急給水、早期復旧）の充実を図る 
 

 
戦略目標の関係図（戦略マップ） 

（出典：群馬東部水道広域化基本計画、平成 25 年 9 月） 
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４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

事業統合の検討主体は、次のとおりである。 
 中核となった規模の大きい水道事業体 

具体的には、太田市水道事業に広域化の事務局が置かれている。 
 
（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

群馬県東部に位置する太田市、館林市、みどり市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町

及び邑楽町の 3 市 5 町は、上水道事業の広域化を推進するため、平成 24 年 7 月に群馬

東部水道広域研究会を設置した。 
群馬県東部地域の水道広域化についての検討では、構成団体の現状分析と課題の把握、

目標の設定を行い、中長期的な施設更新・財政計画・サービス等の取組みを概括的に明

らかにするとともに、広域化により改善が期待できる事項の検証を行った。それらをと

りまとめて、平成 25 年 7 月に広域化の基本方針である『基本構想』を策定した。 
さらに同年 9 月には、『基本構想』で描いた長期的な将来像である「持続可能な水道に

よる安定した水の供給」を実現するために、平成 27 年度から平成 36 年度までの 10 年間

を計画期間として、具体的な実施計画（施設整備計画・財政計画）にあたる『基本計画』

を策定し、翌月には平成 28 年 4 月の事業統合に関する基本協定の調印式も行った。 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

平成24年5月31日 構成8団体首長会議 「群馬県東部の水道広域化について」
広域化研究会の設置に向けて

3市5町首長
3市5町水道担当職員

平成24年7月2日 群馬東部水道広域研究会
設立会議

※研究会名称、設立趣意及び要綱について
(1)群馬東部水道広域研究会事業計画
(2)群馬東部水道広域研究会事業予算
(3)群馬東部水道広域化に係る業務委託に
ついて
(4)その他

3市5町水道担当部課長
3市5町担当職員

平成24年7月17日 第1回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)基本構想等業務委託実施要領に関する
説明
(2)広域調査№1に関する意見交換
(3)その他

3市5町担当職員

平成24年8月1日 第2回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)広域化に対する疑問点と今後の進め方
(2)用水供給事業について
(3)その他

3市5町担当職員

平成24年8月20日 第3回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)各団体における業務委託実績について
(2)事務局会議で進めていく協議について
(3)業務委託関連報告事項について
(4)その他

3市5町担当職員

平成24年9月3日 第1回群馬東部水道広域研
究会
研究会会議

(1)平成25年度　研究会組織体制について
(2)その他

3市5町水道担当部課長
3市5町担当職員
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年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

平成24年9月3日 第4回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

※民間会社による事例報告
(1)組織・職員配置現況報告について
(2)その他

3市5町担当職員

平成24年9月18日 第5回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)業務委託における作業計画について
(2)その他

3市5町担当職員

平成24年10月1日 第6回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)用水供給事業からの受水と連携研究に
関する意見交換
(2)その他

3市5町担当職員

平成24年10月15日 第7回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)用水供給事業との連携研究に関する報
告
(2)業務委託契約締結に関する報告
(3)9月議会補正予算対応に関する報告
(4)その他

3市5町担当職員

平成24年11月1日 第8回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)用水供給事業との連携研究に関する報
告
(2)太田市包括業務委託に関する報告
(3)その他
※渡良瀬浄水場施設見学

3市5町担当職員

平成24年11月15日 第9回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)ヒアリング結果の概要報告（コンサル
タント）
(2)ＰＩ算出結果概要報告及び不明点等の
確認
（コンサルタント）
(3)その他

3市5町担当職員

平成24年12月3日 第10回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)各団体需要予測に関する報告 （コンサ
ルタント）
(2)その他
※西配水場（用供受水池）施設見学

3市5町担当職員

平成24年12月18日 第11回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)事業分析に関する報告（コンサルタン
ト）
(2)その他
※明和町上水道事業施設概要説明

3市5町担当職員

平成25年1月15日 第2回群馬東部水道広域研
究会
研究会会議

(1)事務局会議事業報告（第1回～第11回）
(2)コンサルタントによる委託業務中間報
告
(3)群馬県企業局用水供給事業との協議
(4)次年度における広域担当部署設置
(5)その他

3市5町水道担当部課長
3市5町担当職員

平成25年2月1日 第12回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)現状評価に関する資料作成等について
(2)群馬県企業局からの回答報告
(3)その他
※大泉町上水道事業施設概要説明

3市5町担当職員

平成25年2月15日 第13回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)施設相互融通の基本的な整理（コンサ
ルタント）
(2)その他
※邑楽町上水道事業施設概要説明

3市5町担当職員

平成25年3月1日 第14回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)施設相互融通の基本的な整理（再協
議）
(2)その他
※みどり市上水道事業施設概要説明

3市5町担当職員

平成25年3月25日 第3回群馬東部水道広域研
究会
研究会会議

(1)群馬東部水道広域研究会設置要綱の一
部改正
(2)その他

3市5町水道担当部課長
3市5町担当職員
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年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

平成25年3月25日 第15回群馬東部水道広域研
究会
事務局会議

(1)施設相互融通の基本的な整理（概要説
明）
(2)その他

3市5町担当職員

平成25年4月17日 第4回群馬東部水道広域研
究会
研究会会議

(1)平成24年度事業報告
(2)広域事業スケジュールの確認
(3)その他

3市5町水道担当部課長
3市5町担当職員

平成25年4月17日 第1回群馬東部水道広域研
究会
幹事会会議

(1)群馬東部水道広域化基本構想（案）に
ついて
(2)広域事業スケジュールの確認
(3)その他

3市5町担当職員

平成25年5月8日 第2回群馬東部水道広域研
究会
幹事会会議

(1)群馬東部水道広域化基本構想(原案2)に
ついて
(2)統合時ルールの調整について
(3)その他

3市5町担当職員

平成25年5月22日 第5回群馬東部水道広域研
究会
研究会会議

(1)群馬東部水道広域化基本構想について
(2)その他

3市5町水道担当部課長
3市5町担当職員

平成25年6月27日 第3回群馬東部水道広域研
究会
幹事会会議

(1)再構築に係る施設整備の諸元等につい
て
(2)更新対象施設の選定案について
(3)管理体制の検討案について
(4)その他

3市5町担当職員

平成25年7月10日 第4回群馬東部水道広域研
究会
幹事会会議

(1)更新対象管路の選定案について
(2)管理体制の検討案について
(3)基本計画アウトラインについて
(4)その他

3市5町担当職員

平成25年7月24日 第5回群馬東部水道広域研
究会
幹事会会議

(1)概算事業費の算出方法の見直しについ
て
(2)管理体制の検討案について
(3)財政計画について
(4)基本計画（素案）・概要版（素案）に
ついて
(5)群馬県東部水道事業の統合に関する基
本協定書（案）について
(6)その他

3市5町担当職員

平成25年8月7日 第6回群馬東部水道広域研
究会
研究会会議

(1)群馬東部水道広域化基本計画（案）に
ついて
(2)その他

3市5町水道担当部課長
3市5町担当職員

平成25年9月26日 第6回群馬東部水道広域研
究会
幹事会会議

（1）統合基本協定書（案）および基本協
定調印式について
（2）国庫補助申請業務スケジュールにつ
いて
（3）その他

3市5町担当職員

平成25年10月11日 第7回群馬東部水道広域研
究会
幹事会会議

（1）基本協定調印式の概要について
（2）今後のスケジュールについて
（3）その他

3市5町担当職員

平成25年10月21日 群馬県東部水道事業の統合
に関する基本協定締結

3市5町首長
関係職員
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②協議会や検討会等の設置状況 
両毛 6 市（太田市、桐生市、館林市、みどり市、足利市及び佐野市）では、両毛地域水

道事業管理者協議会を立ち上げ、30 年にわたって災害時を見据えた応援協定締結や配水

管網の接続、実務レベルでの研修会等を実施し、その時々の共通課題について協議して

きた歴史がある。 
その素地をもとに地域経済活性化のための官民連携の推進支援について、オブザーバー

として邑楽郡 5 町が加わり協議を重ねてきたが、協議の中で広域化が水道事業の抱える

課題を効果的に解決するとの共通認識に立ち、3 市 5 町全 8 首長の合意を得て、平成 24
年 7 月に「群馬東部水道広域研究会」を設置、事業統合に向けた協議を行った。 
このように、初期段階から広域化を前提にして協議会等を設置していたのではなく、古

くから経済圏や生活圏を共有する事業体間で定期的にコミュニケーションをとり、仲間

意識を育んでいたことが、構想・検討段階へと円滑に進んだ一因となっている。 
更に、平成 25 年 10 月に 8 首長による統合基本協定が締結され、翌 11 月には、群馬東

部広域水道事業統合協議会を発足させた。この協議会では、平成 28 年 4 月の企業団設立

を目指し、新しい組織構築と水道事業統合の施策を検討していくとしている。 

段階 協議会・検討会等の名称 設置目的・位置づけ 構成メンバー

両毛地域水道事業管理者
協議会

水道事業相互連携・災害
対策連携・実務レベル情
報交換等

群馬県太田市・館林市・みどり
市・桐生市
栃木県足利市・佐野市

地域経済活性化のための
公営水道事業における官
民連携研究会

地域経済の活性化、及び
水ビジネスの国際展開を
推進するため、安全・安
心な水を安定供給するこ
とを前提としつつ、管内
公営水道事業体の官民連
携を促進するための活動
を行う。

群馬県太田市・館林市・みどり
市・桐生市
板倉町・明和町・千代田町・大
泉町・邑楽町
栃木県足利市・佐野市

2.構想・検討段階 群馬東部水道広域研究会 水道事業広域化に向けた
事業評価・基本構想・基
本計画等の策定。

群馬県太田市・館林市・みどり
市・板倉町・明和町・千代田
町・大泉町・邑楽町

3.調整段階 群馬東部広域水道事業統
合協議会

構成団体における水道事
業の統合と、新たな企業
団設立に向けての協議

群馬県太田市・館林市・みどり
市・板倉町・明和町・千代田
町・大泉町・邑楽町

1.初期段階

 

※段階の説明 
4. 初期段階（まず広域化検討のスタートラインに立つため、関係者と広域化検討を

行う場を持っている段階） 
5. 構想・検討段階（広域化の形態や枠組みの検討、施設の共同整備、人事交流、遠

い将来も含めた着地点の検討等を行っている段階） 
6. 調整段階（住民や議会等との合意形成を図りつつ、関係者との調整等を進めてい

る段階） 
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（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 
事業統合を進める中で生じた主要な課題とその解決策は次のとおりである。ここでは掲

載していないが、「職員人数配置」、「条例・例規等の見直し」、「資産の引継ぎ」、「各種電

算システムの統合」及び「災害時・事故時対応」に関する課題ついては、今後協議を重

ねていく予定である。 

課題 内容 解決策

事業体格差の扱い
（財政水準）

・水道料金の格差～供給単価約50
円の差がある。
・利益剰余金・内部留保資金に関
する格差
・他会計出資に関する格差

・水道料金については、統合後にお
いて協議するとした。事業統合に関
する基本計画では、各団体の事業計
画の延長線にあることから、新たな
投資とサービスが統合時に発生しな
い。よって、統合後において協議を
行い、格差是正を進めることとし
た。
・各種投資や剰余金は、現時点まで
の各水道事業に必要なものである。
よって、全エリアの事業統合を行う
ことから、利益剰余金・内部留保資
金・他会計からの出資等については
調整を行わず、全資産・負債・資本
を持ち寄ることとした。

事業体格差の扱い
（施設・維持管理水準）

・施設の統廃合
・サービス水準のすり合わせ

・水運用の合理的な再構築を進める
こととして、施設の統廃合は進めて
いくこととした。
・サービス水準のすり合わせは、現
在協議中

他会計繰入金等の調整

・他会計繰入に関する基準格差
・経費支弁基準に関する方法の検
討

・他会計繰入に関する各種基準につ
いては、現在協議中
・経費支弁基準については、当該事
業統合エリアに現存する他の広域事
業を参照するとした。

地域に密着したサービスの継続

・業務委託拡充による窓口の民間
委託化（５町庁舎には職員配置な
し）

・業務委託においてもサービス等の
低下はないものとして、民間委託化
を進めることとした。これにより、
合理的経営がもたらす利益の確保を
優先する。

統合事務

・統合事務に係る経費負担
・準備室配置職員の確保
・統合事務に係る業務委託費の負
担

・当該構成団体は３市５町となる
が、職員は３市において派遣を行
い、全団体で応分な負担を行う方向
で調整。
・業務委託については、経費負担割
合を決め、全団体で負担していくこ
ととした。

住民・議会等への対応

・事業計画や統合協定を進めてい
く段階での議会説明及び住民への
周知

・議会に対しては、各プロセスごと
に団体間で時期をあわせて報告して
いる。
・住民周知については、ホームペー
ジや広報等を活用し、各計画等を公
表している。  
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（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 
事業統合に向けたロードマップは次表のとおりであり、現在は STEP3 の段階にある。

今後は、平成 28年 4 月の企業団設立に向けて、各種準備作業を進めていくところである。 
なお、事業統合の時期については、広域化の効果を最大限に引き出すために、「①国庫

補助制度（水道広域化促進事業）を最大限活用するために早期の申請を目指すこと。」及

び「②現時点で各構成団体の施設の老朽化は進んでおり早急に整備を開始する必要があ

るが、単独整備を最小限に留め早期に広域化を前提とした整備を開始すること。」の 2 点

を考慮した結果となっている。 
 
水道事業統合に向けたロードマップ（出典：群馬東部水道広域化基本計画、平成 25 年 9 月） 
STEP 要点 時期 留意点 

1 ・研究会設置 H24.7 － 

2 

・構成団体による広域化の

方針決定 
・基本構想・基本計画の策

定 

H24.7～H25.9 

・定量的に広域化の効果を示す

こと等で、構成団体の合意形成

を図る。 

3 

・統合協定書の締結と、次

の段階の準備作業 
・協議会の設立 
・国庫補助申請のための事

前評価等 

 
 

H25.10 
H25.10～H26.3 

 

・事業統合の合意により国庫補

助の要件が満たされ補助申請

が可能 

4 

・事業統合のための認可申

請及び補助申請 
・企業団設立のための準備

作業 

H26.4～H28.3 

・企業団設立に際して、法的な

手続き、議決（構成団体の条例

廃止、規約の制定）等が必要 

5 
・企業団による事業運営開

始 
H28.4 

・統合後のフォローアップ 
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１．事業の概要 
秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町及び小鹿野町では、地域住民の福祉向上と地域振興を図

るため、平成 21 年 9 月に定住自立圏協定を締結した。同協定では「救急医療体制の充実」

や「秩父圏域情報化の推進」などの８項目がある。その中の１つとして「秩父圏域におけ

る水道事業の運営の見直し」が明記されており、現在秩父市を中心として、構成自治体が

協力しながら、広域的水道整備計画に基づく協議を進めている。 

秩父市
埼玉県
水平統合
未定

直近の認可 単位 ① ② ③ ④ 計
－

人 78,810 9,070 15,876 18,743 122,499

m3/日 46,980 9,520 7,229 8,155 71,884
単位 ① ② ③ ④ 計
人 65,015 8,900 12,629 17,110 103,654

m3/日 36,586 3,874 4,544 4,910 49,914
職員数 計 人 29 5 7 9 50

位置図

※直近の認可及び平成24年度実績はアンケート回答より。

都道府県

一日最大給水量

平成24年度実績

①秩父市水道事業
②横瀬町水道事業
③小鹿野町水道事業
④皆野・長瀞上下水道組合水道事業

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度

構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

給水人口

 

秩父地域１市４町 
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〔秩父地域における水道の状況〕 
秩父地域の 1 市 4 町（秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町及び小鹿野町）では、荒川水

系の二つのダム開発水と河川水を水源とし、各自治体が安心・安全な水の安定供給に

取り組んでいる。平成 24 年度時点での概要は以下のとおりである。 

※人口：Ｈ２５．４．１、住民基本台帳人口＋外国人登録人口
※

団体名
面 積
（㎢）

人 口
（給水人口）

（人）

供 用

開 始

職員数
（人）

１ヵ月10㎥
当料金
13㎜（円）

事 業
収 益
（億円）

秩父市 ５７７．６９
６７，４５１
（６７, １８１）

大正１３．
１１．１

２９ １，３２３ １５．０４

横瀬町 ４９．３５
８，９２７
（８, ８０８）

昭和３１．
７．１

５ １，３６５ １．８９

皆野町 ６３．６１
１０，７６１
（－）

― ― ― ―

長瀞町 ３０．４０
７，６９５
（―）

― ― ― ―

小鹿野町 １７１．４５
１３，１６２
（１２, ８４０）

昭和４１．
２．１

７ ９９７ ２．２６

(皆野・長瀞上
下水道組合) ―

―
（１７,１１０）

昭和４１．
１２．２０

９ １，５７５ ５．０１

１市４町（１
組合）計

８９２．５０
（埼玉県の約
１/4)

１０７，９９１
（１０５，９３９）
（埼玉県の1.5％）

― ５０ ― ２４．２０

団体名
面 積
（㎢）

人 口
（給水人口）

（人）

供 用

開 始

職員数
（人）

１ヵ月10㎥
当料金
13㎜（円）

事 業
収 益
（億円）

秩父市 ５７７．６９
６７，４５１
（６７, １８１）

大正１３．
１１．１

２９ １，３２３ １５．０４

横瀬町 ４９．３５
８，９２７
（８, ８０８）

昭和３１．
７．１

５ １，３６５ １．８９

皆野町 ６３．６１
１０，７６１
（－）

― ― ― ―

長瀞町 ３０．４０
７，６９５
（―）

― ― ― ―

小鹿野町 １７１．４５
１３，１６２
（１２, ８４０）

昭和４１．
２．１

７ ９９７ ２．２６

(皆野・長瀞上
下水道組合) ―

―
（１７,１１０）

昭和４１．
１２．２０

９ １，５７５ ５．０１

１市４町（１
組合）計

８９２．５０
（埼玉県の約
１/4)

１０７，９９１
（１０５，９３９）
（埼玉県の1.5％）

― ５０ ― ２４．２０

※面積：埼玉県統計資料から。
※その他数値：平成２４年度地方公営企業決算状況調査から  

団体名
有収率

（％）

導・送・
配水管長
（ｋｍ）

配水能力
（千㎥）

配水量
（千㎥）

施設利用
率
（％）

余剰能力
（千㎥）

秩 父 市 ７３．６ ５９２．８３ ２０，８７９ １２，２１８ ５８．５ ８，６６１

横 瀬 町 ８８．１ ７６．５６ ３，７３２ １，１７５ ３１．５ ２，５５７

小鹿野町 ９２．９ １９４．０２ ２，７１２ １，６５９ ６１．２ １，０５３

皆野・長瀞
上下水道
組合

９１．４ １６３．８７ ３，３５１ １，９６０ ５８．５ １，３９１

４事業体
合 計

― １０２７．２８ ３０，６７４ １７，０１２ ― １３，６６２

団体名
有収率

（％）

導・送・
配水管長
（ｋｍ）

配水能力
（千㎥）

配水量
（千㎥）

施設利用
率
（％）

余剰能力
（千㎥）

秩 父 市 ７３．６ ５９２．８３ ２０，８７９ １２，２１８ ５８．５ ８，６６１

横 瀬 町 ８８．１ ７６．５６ ３，７３２ １，１７５ ３１．５ ２，５５７

小鹿野町 ９２．９ １９４．０２ ２，７１２ １，６５９ ６１．２ １，０５３

皆野・長瀞
上下水道
組合

９１．４ １６３．８７ ３，３５１ １，９６０ ５８．５ １，３９１

４事業体
合 計

― １０２７．２８ ３０，６７４ １７，０１２ ― １３，６６２

※各数値：平成２４年度地方公営企業決算状況調査から  
出典：秩父地域水道広域化について、平成 25 年 8 月 21 日、秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町、皆野・長瀞

上下水道組合 

 
秩父地域における水道の状況 
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事務次長

皆野・長瀞上下水道組合

管理者

副管理者

事務局長

業務課

水道課

下水道課

衛生課

庶務担当

料金担当

工務担当

施設担当

横瀬町

庶務担当

施設担当

小鹿野町

水道課

上下水道課 施設担当

水道事業

下水道事業

秩父市

庶務担当

業務担当

水道部

施設担当
吉田事務所

業務担当

施設担当

大滝・荒川
事務所

浄水担当

管理担当
浄水課

業務担当

給水サービス担当

施設担当

計画担当

工務課

庶務担当

経理担当

料金担当

業務課

 
 

秩父地域における水道事業の組織図 
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２．事業の沿革 
構成団体の沿革は、次のとおりである。特に秩父市は埼玉県内で最初の近代水道として大

正 13 年に給水を開始して以来 90 年近い歴史を有している。 
事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
T13.11.1 給水開始 S31.7 給水開始

計画給水人口　15,000人 S31.10.1 第１期拡張事業変更認可

計画一日最大給水量　1,650ｍ3/日 計画給水人口3,850人

S33.8.29 水道事業変更認可（第1期拡張工事） 計画一日最大給水量462m3/日
計画給水人口　40,000人 S34.2.20 第２期拡張事業変更認可

計画一日最大給水量　10,000ｍ3/日 計画給水人口5,850人

S36.7.4 大田簡易水道創設認可 計画一日最大給水量762m3/日

計画一日最大給水量　440ｍ3/日 S37.12.22 第３期拡張事業変更認可
S36.10.30 影森簡易水道創設認可 計画給水人口8,000人

計画一日最大給水量　865ｍ3/日 計画一日最大給水量2,290m3/日
S39.12.28 水道事業変更認可（第２期拡張工事） S48.3.31 浄水方法変更

計画給水人口　50,000人 S53.1.27 第４期拡張事業変更認可

計画一日最大給水量　18,000ｍ3/日 計画給水人口18,000人

S40.7.31 荒川西岸簡易水道創設認可 計画一日最大給水量9,708m3/日

計画一日最大給水量　750ｍ3/日 S55.6.30 第４期拡張変更事業変更認可
S47.6.30 高篠簡易水道創設認可 H23.4.1 第５期拡張事業変更認可

計画一日最大給水量　460ｍ3/日 上水事業、簡水事業の統合による

S53.3.31 水道事業変更認可（第３期拡張工事） 認可申請
計画給水人口　55,700人 計画給水人口9,070人

計画一日最大給水量　30,635ｍ3/日 計画一日最大給水量9,520m3/日
S63.3.31 大谷日向簡易水道創設認可

計画給水人口　115人

計画一日最大給水量　41ｍ3/日
H2.3.31 水道事業変更認可（第４期拡張工事）

計画給水人口　62,200人

計画一日最大給水量　39,000ｍ3/日
大田簡易水道事業⇒秩父市水道事業に統合
高篠簡易水道事業⇒秩父市水道事業に統合

H3.3.30 南簡易水道創設認可
計画給水人口　70人

計画一日最大給水量　60ｍ3/日
H12.9.12 荒川西岸簡易水道　休止
H16.11.30 影森簡易水道　休止（増圧）
H17.4.1 旧秩父市、吉田町、大滝村、荒川村と

合併
旧秩父市と吉田町を秩父市水道事業
として認可

H19.4.17 大滝・荒川管内の簡易水道を統合
H20～ 橋立浄水場更新工事を着手

（H32完成予定）

沿革

T11.10.18

横瀬町

S30.9.6

秩父市
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事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S37.12.14 事業認可 （左下より）

　計画給水人口6,000人

　計画一日最大給水量1,510m3/日 H18.7 料金体系を旧小鹿野町の体系に統一

S41.2.1 給水開始 H19.4.1 旧両神簡易水道事業特別会計を小鹿野町
S42.7.1 両神簡易水道事業認可 水道事業会計に統合

　計画給水人口2,600人 H19.9.7 台風９号による集中豪雨のため

　計画一日最大給水量433m
3
/日 　　～8 大規模断水被害

S42.8.1 第一簡易水道事業認可 　上水道浄水場取水停止
　計画給水人口1,200人 　第二簡易水道取水停止

　計画一日最大給水量210m3/日 H23.4.1 簡易水道事業を上水道事業に統合
S43.11.11 両神簡易水道給水開始
S44.2.1 第一簡易水道給水開始
S45.3.31 第１次拡張事業変更認可

　伊豆沢の一部を給水区域に

S46.3.31 第２次拡張事業変更認可
　長若簡易水道を上水道に統合
　計画給水人口8,000人

　計画一日最大給水量2,430m
3
/日

　ろ過方式を緩速ろ過から急速ろ過に変更
S49.8.26 第二簡易水道事業認可

　計画給水人口1,100人

　計画一日最大給水量180m
3
/日

S51.3.31 第３次拡張事業変更認可
　小判沢を給水区域に

S51.6.30 両神簡易水道第１次拡張事業変更認可
　薄・小森の奥地を給水区域に 事業体名 皆野・長瀞上下水道組合
　計画給水人口3,000人 創設認可

　計画一日最大給水量1,110m
3
/日 年月日

S51.12.1 第二簡易水道給水開始 年月日 内容
S53.7.14 第４次拡張事業変更認可 S41.12.20 給水開始

　伊豆沢の全部を給水区域に 給水人口：11,000人
　計画給水人口8,300人 S45.3.31 第１次拡張事業変更認可

　計画一日最大給水量2,525m3/日 給水人口：11,400人
S54.5.18 煤川簡易水道事業認可 S50.7.15 第２次拡張事業変更認可

　計画給水人口150人 給水人口：14,500人

　計画一日最大給水量30m
3
/日 H14.3.28 第３次拡張事業変更認可

S54.10.3 第一簡易水道第１次拡張事業変更認可 給水人口：18,431人
　計画給水人口1,086人 H15.2.24 第３次拡張第１次事変更認可

　計画一日最大給水量337m
3
/日 事業費の変更

S56.4.1 煤川簡易水道給水開始 H16.7.5 事業の全部の譲受け
S56.9.25 第５次拡張事業変更認可 構成町運営の簡易水道を統合

　計画給水人口9,955人 給水人口：18,601人

　計画一日最大給水量5,205m
3
/日 H17.3.30 事業の全部の譲受け

　上水道浄水場、配水池、高区配水池、 構成町運営の簡易水道を統合
　低区配水池、低区第二配水池 給水人口：19,040人
　事務所の新設 H18.6.1 第４次拡張事業変更認可

S61.3.31 倉尾簡易水道事業認可 給水人口の減少、給水量の減少、
　計画給水人口1,200人 一部取水地点の変更、一部浄水方法の変更

　計画一日最大給水量272m3/日 給水人口：18,743人

S63.3.31 両神簡易水道第２次拡張事業変更認可 給水量：8,295m
3
/日→8,155m

3
/日

　山居・見違を給水区域に
H1.4.1 倉尾簡易水道給水開始

H11.8.13 熱帯低気圧による集中豪雨のため、
　　～14 大規模断水被害

　上水浄水場取水停止
　倉尾簡易水道取水停止
　第二簡易水道取水停止
　両神簡易水道取水停止

H14.7.3 合角ダムによる水利権取得

　0.036m3/秒
H15.3.25 第６次拡張事業変更認可

　計画給水人口9,340人

　計画一日最大給水量5,300m3/日
H17.10.1 小鹿野町・両神村が合併、小鹿野町となる

（右上に続く）

小鹿野町

S37.12.14

沿革

S37.12.27

 



 
広域化検討中：秩父地域１市４町 

 Ⅳ-42 

３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 施設の統廃合・効率的な更新 
 人材確保・技術力の確保 
 通常時の管理体制強化・緊急時体制の強化 
 水源の確保・多元化 
 更新等に必要な財源の確保・柔軟性ある事業計画 

（具体的理由） 
総務省が推進している定住自立圏構想を基に作成した、「ちちぶ定住自立圏共生ビジョ

ン」（初版は平成 22 年 3 月作成、現在は四訂版）の中に「秩父圏域における水道事業の

運営見直し」という項目が設けられことと、広域的整備計画が策定されたことにより検

討が始まった。 
なお、同ビジョンでは下図のとおり、水道事業と取り巻く諸課題の解決策として、広

域化による効率的な事業の実施を戦略図の中に位置づけている。 

 
水道分野の戦略図 

（出典：ちちぶ定住自立圏共生ビジョン 四訂版、平成 25 年 3 月 22 日、秩父市・横瀬町・

皆野町・長瀞町・小鹿野町） 
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４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

 その他 
事業統合の検討主体は、国、県、中核となる水道事業体等でなく、秩父市を核とする「ち

ちぶ定住自立圏推進委員会」が主体となっている。 
 
（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

「ちちぶ定住自立圏共生ビジョン」における水道事業の運営見直しを検討するため、平

成 23 年 11 月に秩父地域水道広域化委員会を設置した。同委員会と下部の専門部会及び

総務部会における審議を重ね、平成 25 年 9 月に「水道広域化準備室の設置に関する覚書」

への署名、締結式を行った。今後は、同準備室を平成 26 年 4 月 1 日に設置し、将来の水

道事業統合に向け、必要な準備作業を行うことにより、速やかな組織統合を図る予定で

ある。 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H23.11.2 秩父地域水道広域化委員会 秩父地域水道広域化委員会を設立 関係市町組合の担当部課長

「業務関係専門部会」「維持管理関
係専門部会」の設置を承認

埼玉県生活衛生課
埼玉県企業局

H23.12.2 専門部会合同会議開催① 各部会長、副部会長の選任 委員長、事務局
専門部会の運営方法 専門部会担当者

H24.1.30 維持管理専門部会② 業務別調整項目について協議 専門部会担当者

H24.3.2 業務関係専門部会② 業務別調整項目について協議 専門部会担当者

H24.3.9 維持管理専門部会③ 業務別調整項目協議のまとめ 専門部会担当者

H24.3.16 業務関係専門部会③ 業務別調整項目協議のまとめ 専門部会担当者

H23.11.2 秩父地域水道広域化委員会 専門部会報告 関係市町組合の担当部課長

今後の進め方 埼玉県生活衛生課
「工務専門部会」の設置 埼玉県企業局

H24.4.26 工務専門部会① 業務別調整項目について協議 専門部会担当者

H24.5.15 業務関係専門部会④ 業務の共同化について検討 専門部会担当者

H24.5.25 維持管理専門部会④ 業務の共同化について検討 専門部会担当者

H24.5.30 工務専門部会② 業務別調整項目について協議 専門部会担当者

H24.6.28 工務専門部会③ 業務別調整項目協議のまとめ 専門部会担当者

H24.7.18 工務専門部会④ 業務の共同化について検討 専門部会担当者

H24.7.26 維持管理専門部会⑤ 業務の共同化について検討 専門部会担当者

H24.10.23 秩父地域水道広域化委員会 専門部会検討結果報告 関係市町組合の担当部課長

今後の委員会の進め方 埼玉県生活衛生課
組織の一元化を行ったうえで、順次
事業統合をしたいとの見解

埼玉県企業局

次回定住推進委員会へ報告
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年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H25.1.7 定住自立圏推進委員会 委員会報告 構成市町の首長・議長
今後、組織の一元化を軸に事業統合
の調整を進めていくこととなった

定住担当部課長

H25.5.15 秩父地域水道広域化委員会 先進地視察（北上市）の事例報告 関係市町組合の担当部課長

今後の統合スケジュール案の作成
等、より具体的な推進のため新たに
「総務部会」を設置

埼玉県生活衛生課
埼玉県企業局
埼玉県秩父地域振興センター

H25.6.14 総務部会① 発足経緯確認 総務部会担当者
今後の進め方
役割分担協議

H25.6.25 総務部会② 概略スケジュール案 総務部会担当者
覚書案の検討

H25.6.28 総務部会先進地視察 群馬東部3市5町 総務部会担当者
（群馬県太田市）

H25.7.11 総務部会③ 概略スケジュール案・覚書案の決定 総務部会担当者
広域化の共通説明資料の作成

H25.7.24 秩父地域水道広域化委員会 第18回ちちぶ定住自立圏推進委員会
への報告案決定

関係市町組合の担当部課長
埼玉県生活衛生課

埼玉県企業局
埼玉県秩父地域振興センター

H25.8.6 定住自立圏推進委員会 スケジュール案・覚書案を報告 構成市町の首長・議長
定住担当部課長

H25.8.8 総務部会④ 覚書の締結に向けた準備作業 総務部会担当者
統合に向けた課題の整理
新たな課題の精査

H25.8.28 総務部会⑤ 26年度準備室予算の検討開始 総務部会担当者
準備室組織の設置方法の検討
広域化促進補助金等補助金の研究
統合に向けた課題の整理

H25.9.11 総務部会⑥ 覚書締結式の準備作業、段取り 総務部会担当者
組織、人事、予算案の策定

H25.9.24 水道広域化準備室の設置に
関する覚書締結式

署名 各首長、定住担当部課
長・水道担当部課長
埼玉県生活衛生課
総務部会担当者
新聞各社

H25.10.17 秩父地域水道広域化委員会 水道におけるアセットマネジメント
導入促進に関する調査

関係市町組合の担当部課長
埼玉県生活衛生課

総務部会からの報告 埼玉県企業局

今後の取り組み 埼玉県秩父地域振興センター

H25.11.26 秩父地域水道広域化委員会 第19回ちちぶ定住自立圏推進委員会
の結果

関係市町組合の担当部課長
埼玉県生活衛生課

広域化促進補助金の活用 埼玉県企業局

各市町の取り組み状況 埼玉県秩父地域振興センター

今後の取り組み

H25.12.11 総務部会⑦ 検討課題の整理 総務部会担当者
長期にわたる問題の整理
業務PI  
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（参考）水道広域化準備室の設置に関する覚書 
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②協議会や検討会等の設置状況 
協議会や検討会等の設置状況は、次のとおりである。初期段階として、秩父地域水道広

域化委員会とその下部組織（業務関係専門部会、維持管理専門部会、工務専門部会及び

総務部会）を設置している。 

段階 協議会・検討会等の名称 設置目的・位置づけ 構成メンバー

1.初期段階 秩父地域水道広域化委員
会

秩父地域における水道を
広域化にすることにより
合理的な整備を行うこと
により安心・安全で安定
的な給水体制を確立する
ことを目的とする。

１市２町１組合の担当部課長
埼玉県生活衛生課
埼玉県企業局

業務関係専門部会 １市２町１組合の担当者

維持管理専門部会

工務専門部会

総務部会 秩父地域水道広域化委員
会からの諮問に対して、
調査研究し意見報告す
る。

１市２町１組合の担当者

2.構想・検討段階 － － －

3.調整段階 － － －

秩父地域水道広域化委員
会の目的を達成するため
業務別調整項目の調査研
究を行う。

 
※段階の説明 

7. 初期段階（まず広域化検討のスタートラインに立つため、関係者と広域化検討を

行う場を持っている段階） 
8. 構想・検討段階（広域化の形態や枠組みの検討、施設の共同整備、人事交流、遠

い将来も含めた着地点の検討等を行っている段階） 
9. 調整段階（住民や議会等との合意形成を図りつつ、関係者との調整等を進めてい

る段階） 
 
（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 

事業統合を進める中で生じた課題については、平成 26 年 4 月から設置される「広域化

準備室」で本格的に検討していく予定である。 
 
（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 

事業統合に向けたスケジュールは、次のとおりである。 
 
 平成 27 年…組織統合の協定書締結、水道事業認可の申請 

 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 

事業統合を目指した検討を優先して進めており、その他の広域化メニューに関する検討

は行っていない。
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１． 事業の概要 
平成 17 年 7 月、学識経験者等による検討委員会を設置し、平成 19 年 2 月、県は、広域

的な水源の確保及び用水供給を担うこととし、県営水道を核とした水道用水供給事業体の

水平統合を基本に、九十九里地域・南房総地域等をリーディングケースとして統合・広域

化を進めていく提言が示された。 
この提言を踏まえ、九十九里地域・南房総地域水道実務者による検討を進め、平成 22 年

3 月に検討結果と、「当面の考え方」などを公表し、各市町村等からの意見を踏まえながら、

検討を行っている。 
千葉県
千葉県
水平統合
未定

直近の認可 単位 ① ② ③ 計
平成22年度 平成23年度 平成32年度 －

人 3,238,000 3,238,000

m3/日 1,440,000 194,100 42,330 1,676,430
単位 ① ② ③ 計
人 2,937,568 2,937,568

m3/日 996,190 126,520 42,083 1,164,793
職員数 事務職 人 257 22 10 289

技術職 人 650 62 19 731
技能職 人 4 0 0 4
計 人 911 84 29 1,024

位置図

※直近の認可及び平成23年度実績は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）より。

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度

構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

給水人口

都道府県

一日最大給水量

平成23年度実績

①千葉県営水道
②九十九里地域水道企業団
③南房総広域水道企業団

 

千葉県 
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〔千葉県営水道〕 
千葉県上水道事業は昭和 9 年に創設、同 11 年に給水を開始して以来、県勢の発展に

合わせて数次にわたる拡張を行ってきた。 
平成 24 年度末現在、給水区域は県北西部地域の 11 市（千葉市、市川市、船橋市、

松戸市、習志野市、市原市、鎌ケ谷市、浦安市、成田市、印西市、白井市）に及び、

県人口の約半数に当たる 294 万人の給水人口は東京都、横浜市の上水道事業に次いで

全国第 3 位の規模となっている。（出典：水道事業年報 平成 24 年度版、千葉県水道

局） 

 
千葉県営水道概要図（出典：水道事業年報 平成 24 年度版、千葉県水道局） 
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●施設概要 
千葉県営水道の水源及び浄水場の概況は、次のとおりである。 

 
千葉県営水道の水源及び浄水場 

水系等 取水場名 浄水場名 現有能力（m
3
/日） 水源 H24水利権（m

3
/s）

江戸川自流 0.260
農業用水合理化 0.470
江戸川自流 0.800
奈良俣ダム 0.484
中川・江戸川 0.976
利根川河口堰 2.070
八ツ場ダム -
上流ダム -

木下取水場 利根川河口堰 0.000
利根川河口堰 1.050
川治ダム 1.474
渡良瀬遊水地 -
奈良俣ダム 0.000
湯西川ダム 1.026
利根川河口堰 0.360
川治ダム 0.495
奈良俣ダム 0.000
湯西川ダム 0.484

養老川水系
養老川

高滝取水場 福増浄水場 90,000 高滝ダム 1.100

利根川水系
房総導水路

長柄取水場
（仮称）

房総導水路系浄水場
（仮称）

- 長柄、東金ダム -

計 992,700 11.049
北千葉（企） 沼南給水場 201,300
君津（企） 姉崎分場 60,000
計 261,300

地下水 予備水源
合計 1,254,000

出典：水道事業年報（平成24年度版）千葉県水道局

360,000

126,700

柏井浄水場
（西側）

ちば野菊の里浄水場 60,000

186,000

170,000

表流水

受水

北総浄水場

木下取水場

利根川水系
利根川

利根川水系
江戸川

矢切取水場

印旛取水場 柏井浄水場
（東側）

栗山浄水場

 
 
〔九十九里地域水道企業団・南房総広域水道企業団〕 

九十九里地域水道企業団は、九十九里地域 17 市町村に係る水道用水供給事業の経営

を目的とした、施設の建設及び維持管理並びにこれに附帯する一切の事務を共同処理

するため、昭和 46 年に発足し、昭和 52 年 7 月から八匝水道企業団及び山武郡市広

域水道企業団へ給水を開始した。 
また、昭和 55 年度には長柄系の施設が完成し、同年 7 月、長生郡市広域市町村圏組

合に給水を開始したことにより、全面的な給水体制を整備した。 
その後、さらに水需要の増加が見込まれたため、第一次拡張事業（認可：昭和 59 年

3 月）、第一次拡張事業変更（認可：平成 3 年 10 月）を経て、現在は一日最大給水量

194,100ｍ3/日の施設能力を有している。 
南房総広域水道企業団は、夷隅、安房郡市において、夏季の水需要増大に対する水不

足をはじめ、冬季においても慢性的な渇水に悩まされていた状況にあり、またさらに

地域住民の生活様式の変化や地域振興等に伴い、新たな水需要が予想されたこともあ

って、水源を房総導水路及び大多喜ダムに求め、17 市町村において水道用水供給事業

に関する事務を共同処理し、一日最大給水量 55,060ｍ3/日の水道用水を各事業体に供給

することを目的として、平成 2 年 8 月に設立した企業団である。 
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以後、平成 3 年 3 月に事業認可を受け、平成 8 年 10 月から一部構成団体に給水を

開始し、平成 12 年 4 月から全ての構成団体に給水を開始した。その後、平成 19 年 5
月に水道水源開発等整備事業の再評価の結果、大多喜ダム建設事業への参画を中止し

たことから、平成 24 年 3 月に創設事業認可変更をし、現在に至っている。 
なお、構成団体は、市町村合併により、現在は 4 市 3 町 1 水道企業団である。 

 

 

事業概要図（九十九里地域水道企業団・南房総広域水道企業団） 
（出典：九十九里地域・南房総地域水道実務者検討会検討結果〔報告〕、平成 22 年 3 月） 
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●施設概要 
両企業団の水源及び浄水場の概要は、次に示すとおりである。各浄水場の浄水処理は、

取水から送水までの工程において、薬品注入点の違いはあるものの、同じ方法で処理

している。 
 

水源及び水利権の状況（九十九里地域水道企業団・南房総広域水道企業団） 

H19.3.31現在

名称 事業主体
配分量

（m3 /s）

給水量

（m3/日）
名称 事業主体

配分量

（m3 /s）

給水量

（m3/日）

霞ヶ浦開発 水資源機構 0.865 71,750 0.865 房総導水路 水資源機構 0.500 42,330 0.500
奈良俣ダム 水資源機構 0.135 11,190 0.135 ※大多喜ダム千葉県 0.171 12,730 0
霞ヶ浦導水 国土交通省 0.340 28,200 0
房総導水路 水資源機構 0.800 66,370 0.800
※東金ダム 水資源機構 0.200 16,590 0.098

2.340 194,100 1.898 0.671 55,060 0.500

※ 東金ダムは夏期水量（7 月1 日～8 月31 日）である。
※ 大多喜ダムは平成19 年度に実施した事業再評価において参画中止とした。

計 計

水　源

水利権

（m
3
 /s）

九十九里（企） 南房総（企）

水　源

水利権

（m
3
 /s）

 

 
浄水場の概要（九十九里地域水道企業団・南房総広域水道企業団） 

南房総（企）

浄水場名 光浄水場 東金浄水場 長柄浄水場 大多喜浄水場

給水開始年 昭和 52年 昭和 52年
長柄Ⅰ：昭和 55年
長柄Ⅱ：平成 14年

平成8年

現有施設能力 29,860m3 /日 72,000m3 /日
長柄 Ⅰ： 50,600m3/日

長柄 Ⅱ： 41,640m
3
/日

55,060m3/日

施設能力計 55,060m
3
/日

九十九里（企）

194,100m
3
 /日  
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浄水処理フロー（九十九里地域水道企業団・南房総広域水道企業団） 

（出典：九十九里地域・南房総地域水道実務者検討会検討結果〔報告〕、平成 22 年 3 月） 
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２．事業の沿革 
構成団体の沿革は、次のとおりである。 
事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S9.3.31 内務省から水道布設認可受ける S42. 8 九十九里地域広域

　計画給水人口　250,000人 上水道事業促進期成同盟結成 
　計画一日最大給水量 37,500㎥

S11.6.1 供用開始 S46. 12 九十九里地域水道企業団設立 

S30.11.10 第１次拡張事業変更認可 S47. 4 創設事業着手 
　計画給水人口　458,000人
　計画一日最大給水量 123,750㎥ S52. 7 八匝水道企業団及び

山武郡市広域水道企業団へ供給開始 
S37.3.26 第２次拡張事業変更認可

　計画給水人口　694,500人 S55. 7 長生郡市広域市町村圏組合水道部へ
　計画一日最大給水量 271,000㎥ 供給開始 

S39.12.28 第３次拡張事業変更認可 S56. 3 創設事業完了 
　計画給水人口　1,214,000人
　計画一日最大給水量 541,000㎥ S59. 4 第１次拡張事業着手 

S45.3.31 北総地区水道事業創設認可 S61. 7 第１次拡張事業のうち
　計画給水人口　400,000人 長柄浄水場系の工事完了 
　計画一日最大給水量 190,000㎥

H3. 11 第１次拡張変更事業着手 
S46.3.31 第４次拡張事業変更認可

　計画給水人口　2,794,000人 H6. 3 第１次拡張変更事業のうち
　計画一日最大給水量 1,350,000㎥ 東金浄水場系の工事完了 

S57.3.31 第４次拡張事業・統合認可 H15. 3 第１次拡張変更事業の完了 
（北総地区水道事業との統合）
　計画給水人口　3,194,000人
　計画一日最大給水量 1,540,000㎥

H6.3.31 ちば21新水道計画（創設変更認可）
　計画給水人口　3,238,000人
　計画一日最大給水量 1,440,000㎥

出典） 水道事業年報（平成24年度版）千葉県水道局、九十九里地域・南房総地域水道実務者検討会
検討結果〔報告〕平成22年3月

沿革

千葉県営水道 九十九里地域水道企業団

S9.3.31 S.47. 3.31

 

事業体名 南房総広域水道企業団
創設認可
年月日

H3.3.14

年月日 内容
H2. 8 南房総広域水道企業団設立認可

H3. 8 創設事業開始

H8. 10 一部構成団体に給水開始

H12. 4 全ての構成団体に給水開始

H19. 5 大多喜ダム建設事業への参画中止

H23. 3 創設事業完了

H24. 3 創設事業変更認可

出典） 南房総広域水道企業団「事業のあらまし」
平成24年7月

沿革
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３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 運営基盤の強化 
 通常時の管理体制強化・緊急時体制の強化 
 人材確保・技術力の確保 
 施設整備水準の向上 
 施設の統廃合・効率的な更新 
 水源の確保・多元化 
 更新等に必要な財源の確保・柔軟性ある事業計画 
 料金格差の是正 

（具体的理由） 
有識者による県内水道経営検討委員会で、次のような提言を受け、用水供給事業体の統合

について検討を始めた。 
・ 千葉県において進めるべき統合・広域化は、県内の水道の運営基盤を強化し、高い技術

力、経営力、財務力を有する事業体をつくり上げることにより、これまでに達成してき

た水道の水準を次世代に確保し続け、さらに 21 世紀に求められるより高いサービス水

準の水道を実現していくことを目的とすべき。 
・ 住民生活に密接なサービスである水道事業は、地方分権社会における補完性の原理・近

接性の原理から市町村が担い、県は、千葉県が地理的に水源確保に不利な地域であるこ

となどから、広域的な水源の確保及び用水供給を担うことを基本とする。 
 
４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

 都道府県 
用水供給事業体の事業統合の検討にあたっては、千葉県総合企画部水政課が事務局とな

って検討会等を運営している。 
 
（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

古くは平成 13 年 11 月の第 18 回千葉県行政改革推進委員会までさかのぼるが、千葉県

では、県内水道のあり方に関する議論が継続的に続けられてきた経緯がある。今後の目

指すべき方向性を議論するため、平成 17 年 7 月、学識経験者等による県内水道経営検討

委員会を設置し、平成 19 年 2 月には、同検討委員会から「これからの千葉県内水道につ

いて〔提言〕」が提出された。 
この提言を踏まえ、平成 19 年 5 月に九十九里地域・南房総地域水道実務者検討会を設

置し、平成 22 年 3 月には同検討会の「検討結果〔報告〕」を取りまとめ、その結果と「県
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内水道の統合・広域化の当面の考え方」、「九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事

業体と県営水道の統合の考え方」を公表した。その後はこの考え方に対する各市町村等

の意見を踏まえつつ、庁内関係課による検討会議を通じて、「県内水道の統合・広域化の

進め方（取組方針）案」をまとめ、平成 25 年 5 月各市町村等への説明を行ったところで

ある。 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H13.11 第１８回千葉県行政改革推
進委員会

公営企業のあり方について 有識者等

H14.1～
H15.5

県内水道問題協議会 県内水道の将来の方向に係る方針に関する
こと
県内水道の将来の方向に係る調査及び検討
に関すること

副知事、県関係部長、
県水道局長

H15.7～
H17.3

県内水道のあり方に関する
検討会

今後の県内水道のあり方について検討 県水政課、県水道局、
県内全市町村、県内全
末端給水事業体、県内
全用水供給事業体

H17.7～
H19.2

県内水道経営検討委員会 将来にわたり安全で良質な水を安定かつ効
率的に供給していくために望ましい県内水
道事業の経営形態等の検討

有識者等

H19.2 これからの千葉県内水道の
あり方について〔提言〕

県内水道経営検討委員会で取りまとめた提
言が委員長から知事へ提出された。

H19.5～
H21.11

九十九里地域・南房総地域
水道実務者検討会

九十九里地域・南房総地域における県営水
道と用水供給事業体の水平統合に関する検
討

九十九里地域水道企業
団事務局長
南房総広域水道企業団
事務局長
千葉県水道局担当課長
千葉県総合企画部水政
課長

H22.3 県内水道のあり方に関する
検討会

実務者検討会の検討結果、「県内水道の統
合・広域化の当面の考え方」、「九十九里
地域・南房総地域の水道用水供給事業体と
県営水道の統合の考え方」の説明

県水政課、県水道局、
県内全市町村、県内全
末端給水事業体、県内
全用水供給事業体

H22.5～6 県内水道の統合等に係る意
向確認及びアンケートの実
施

上記「考え方」に関する意向確認（九十九
里地域、南房総地域）及びアンケート調査
（北千葉地域、東総地域、君津地域、印旛
地域、香取地域、県営水道地域）の実施、
結果説明

県水政課

H24.2～ 庁内関係課検討会議 中・長期的な財政見通しや用水供給料金等
を検討

県水政課、県水道局他

H25.5～ 「統合・広域化の進め方
（取組方針）案」の説明会

「統合・広域化の進め方（取組方針）案」
の説明

県水政課、県水道局、
県内全市町村、県内全
末端給水事業体、県内
全用水供給事業体

関係市町村と協議中
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②協議会や検討会等の設置状況 
初期段階の検討として、県庁内において、副知事、関係部局長で構成する「県内水道問

題協議会」、県と県内全市町村等を構成メンバーとする「県内水道のあり方に関する検討

会」及び、学識経験者等からなる「県内水道経営検討委員会」を設置した。 
その後リーディングケースとして九十九里地域・南房総地域における用水供給事業体と

県営水道との水平統合について、関係機関と検討を進めることとし、「九十九里地域・南

房総地域水道実務者検討会」を設置した。 

段階 協議会・検討会等の名称 設置目的・位置づけ 構成メンバー

県内水道問題協議会 県内水道の将来の方向に
ついて、基本的かつ総合
的な見地に立って検討す
る。

副知事、県関係部長、県水道局
長

県内水道のあり方に関す
る検討会

県と市町村（企業団等含
む）、市町村と市町村間
の率直な意見交換等を行
い、県内水道をとりまく
現状認識の共有化を図る
とともに、今後の県内水
道のあり方について検討
する。

県水政課、県水道局、県内全市
町村、県内全末端給水事業体、
県内全用水供給事業体

県内水道経営検討委員会 県内水道のあり方として
望ましい方向性を見出す
ことを目的とし、学識経
験者等から提言を得るた
め、設置

学識経験者等

九十九里地域・南房総地
域水道実務者検討会

九十九里地域・南房総地
域における県営水道と用
水供給事業体の水平統合
に関する実務レベルの検
討を行うために設置

九十九里地域水道企業団事務局
長
南房総広域水道企業団事務局長
千葉県水道局担当課長
千葉県総合企画部水政課長

2.構想・検討段階
－ － －

3.調整段階

1.初期段階

－ － －
 

※段階の説明 
10. 初期段階（まず広域化検討のスタートラインに立つため、関係者と広域化検討を

行う場を持っている段階） 
11. 構想・検討段階（広域化の形態や枠組みの検討、施設の共同整備、人事交流、遠

い将来も含めた着地点の検討等を行っている段階） 
12. 調整段階（住民や議会等との合意形成を図りつつ、関係者との調整等を進めてい

る段階） 
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（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 
「九十九里地域・南房総地域水道実務者検討会検討結果〔報告〕」では、リーディング

ケースの統合を進めた場合、様々な要因により、統合による効果に個々の末端給水事業

体間で不均衡が生じる結果となった。 
このため、市町村等からの意見を踏まえ、「県内水道の統合・広域化の進め方（取組方

針）案」を示したところであり、リーディングケースの統合効果を末端給水事業体が等

しく享受できるよう財政措置のあり方などについて関係市町村等と協議を行っている。 
 
（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 

現在、「県内水道の統合・広域化の進め方（取組方針）案」を市町村等に示し、協議を

しているところであり、理解が得られた場合には、実務担当者による検討会議を設置し、

より具体的な進め方や諸課題の協議を経た後、「（仮称）統合協議会」を設置する予定。 
 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 

「県内水道の統合・広域化の進め方（取組方針）案」において、第１ステップとして経

営統合を提案している。 
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１．検討の概要 
平成 19 年 2 月に千葉県が設置した「県内水道経営検討委員会」から県内の水道事業体に

ついて、今後 20 年以内に一事業体化を目指していくこととの提言が出されたことから、君

津地域においても単独水源という地域特性から 4 市と企業団で統合・広域化に関する検討

を行った。事業統合の形態は、1 つの経営主体が企業団の用水供給事業と 4 市の水道事業を

事業統合した末端給水事業の 2 つの事業を経営するものとし、末端給水事業の自己水源の

整理や連絡管の整備による施設の効率化等を検討している。 

君津広域水道企業団
千葉県

未定

直近の認可 単位 ① ② ③ ④ ⑤ 計
平成37年度 平成33年度 平成32年度 平成33年度 平成17年度 －

人 － 137,000 94,800 44,100 82,200 358,100

m3/日 205,000 53,800 40,100 20,300 49,230 368,430
単位 ① ② ③ ④ ⑤ 計
人 － 129,703 87,187 44,381 58,988 320,259

m3/日 144,544 53,338 34,522 19,990 23,172 275,566
職員数 事務職 人 20 16 13 13 8 70

技術職 人 45 31 11 7 12 106
技能職 人 1 0 0 0 1 2
計 人 66 47 24 20 21 178

位置図

※平成23年度実績は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）より。

①君津広域水道企業団
②木更津市水道部
③君津市水道部

④富津市水道部
⑤袖ケ浦市水道局

事務局
都道府県

事業統合の形態

事業統合年度

1つの組織が4つの市の水道事業を水平統合した末端給水事業と
用水供給事業を経営

平成23年度実績
給水人口
一日最大給水量

構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

 

君津地域水道事業統合研究会 
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●事業統合の形態 
統合後の形態としては、統合が円滑に進む形態として、末端給水事業を水平統合し、

1 つの経営主体が用水供給事業と末端給水事業を経営し、経営の一体化を図る予定であ

る。 
 

現 況

用水供給事業
(君津広域水道企業団)
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水
道
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業

木
更
津
市

水
道
事
業

君
津
市

水
道
事
業

富
津
市

水
道
事
業

袖
ヶ
浦
市

水
道
事
業

広域化の事業形態

用水供給事業

千
葉
県
営

水
道
事
業

木
更
津
市

給
水
区
域

君
津
市

給
水
区
域

富
津
市

給
水
区
域

袖
ヶ
浦
市

給
水
区
域

：送水まで

：配水

用水
供給 末端給水事業

新たな経営主体

 

事業統合の形態（出典：君津地域水道事業統合広域化基本計画書（案）） 
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〔君津広域水道企業団〕 
●施設概要 
創設時からある大寺浄水場（処理能力 135,000m3/日）と第 1 次拡張事業で整備した

十日市場浄水場（処理能力 80,000 m3/日、現在 60,000 m3/日）の 2 浄水場があり、79km
にわたる送水管で構成団体へ送水している。 

 

事業概要図（出典：平成 24 年度水道用水供給事業年報、君津広域水道企業団） 



 
広域化検討中：君津地域水道事業統合研究会 

 Ⅳ-64 

●組織体制 
君津広域水道企業団における平成 25 年 4 月 1 日現在の組織体制は、次のとおりであ

る。 

水質検査班

庶　務　班

財　政　班

経営企画室

経　理　班

調　整　班

工　事　班

管　財　班

施設管理班

浄　水　班

本　局

水質
センター

技　師　長

事務局長企　業　長

浄　水　課

総　務　課

経　理　課

工　務　課

 
 

〔木更津市水道部〕 
●施設概要 
地下水を水源とする 5 つの浄水場（岩根、中台、上鳥田、富来田第 1、富来田第 2）

からの浄水と君津広域水道企業団からの受水を各配水池に供給している。 

 
給水区域図（出典：平成 25 年度 水質検査計画、木更津市水道部） 
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●組織体制 
木更津市水道部における平成 25 年 4 月 1 日現在の組織体制は、次のとおりである。 

(次長事務取扱い)

(管理者の権限を行う)

(参事事務取扱い)

給　水

市　長 次 長部 長

主  幹
副主幹

浄水場

業務課長

水道技術管理者
(工務課長)

課長補佐

工務課長

主 幹
計画管理

業　務

工　務

漏水対策

 
 

〔君津市水道部〕 
●施設概要 
地下水（深井戸）を水源とする 15 の浄水場（久保、宮下、皿引、小糸、小糸大谷、

鎌滝、清和市場、東日笠、川谷、俵田、愛宕、山滝野、大戸見、坂畑、蔵玉）からの

浄水と君津広域水道企業団からの受水を各配水池に供給している。 

 
水道施設一般平面図（出典：君津市水道ビジョン） 
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●組織体制 
君津市水道部における平成 25 年 4 月 1 日現在の組織体制は、次のとおりである。 

工   務   課 建 設 係 （5）

市
長

（13）
工 務 係 （7）

（23）

（9）
業 務 係 （3）

水 道 部

業 　務　 課 管 理 係 （5）

 

組織体制（出典：平成 24 年度 水道事業概要(君津市水道部)） 
 
〔富津市水道部〕 
●施設概要 

富津市の水道は、旧大佐和町と旧天羽町の水道事業が昭和 57 年 1 月に統合し市営

水道として発足したものである。その後も 3 町合併（昭和 46 年）による市域の拡大、

人口の増加、生活水準の向上など市の発展に伴って増加する水需要に応えるため施設

を拡充してきた。現況での水道施設は次のとおりである。 

 
水道施設の概要（出典：富津市地域水道ビジョン、平成 23 年 3 月） 

 



 
広域化検討中：君津地域水道事業統合研究会 

 Ⅳ-67 

●組織体制 
富津市水道部における平成 25 年 4 月 1 日現在の組織体制は、次のとおりである。 

工務課長

 営 業 係

 施 設 係

 浄 水 係

部　長
 工 務 係

 管 理 係

業務課長

 

 
〔袖ケ浦市水道局〕 
●施設概要 
袖ケ浦市の水道は、昭和 36 年に袖ケ浦町長浦簡易水道として、昭和 39 年に平川町

簡易水道として給水を開始し、それぞれ拡張及び統合を重ねて上水道事業へ転換し、

両町合併により昭和 46 年度からは袖ケ浦町水道事業として、今日に至っている。 
水源は、君津広域水道企業団からの受水を除き全てが地下水（深井戸）である。この

ため、塩素滅菌又は除鉄・除マンガン処理を行い各配水池に送水している。現有の主

要施設（浄水場、受水施設）は次のとおりである。 
 

現有主要施設（出典：袖ケ浦の水道、平成 25 年度版、袖ケ浦市水道局） 

施設名 現有配水能力（m
3
/日） 備考

代宿浄水場 950
勝下浄水場 3,800
蔵波浄水場 1,090
飯富浄水場 1,820 休止中
永吉浄水場 3,800
川原井浄水場 360
吉野田浄水場 240 休止中

小計 10,000 休止中を除く
角山配水場 21,100 企業団受水
吉野田配水場 3,400 企業団受水

小計 24,500
合計 34,500  
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●組織体制 
袖ケ浦市水道局における平成 25 年 4 月 1 日現在の組織体制は、次のとおりである。 

 市長 (管理者の権限を行う)

局長

庶務班 業務班

次長

工務班 給水・施設班  
組織体制（出典：袖ケ浦の水道、平成 25 年度版、袖ケ浦市水道局） 

 
 
２．事業の沿革 
君津地域の木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市の各水道事業は、長い間その水源を主と

して地下水に求めていたが、その地下水の揚水量にも限界があり、また、地盤沈下対策の

面からも新規の採取規制が厳しく、将来予想される地域開発に伴う人口増加と生活水準の

向上による水需要の増加に対応するため河川表流水への転換を迫られる状況であった。 
そこで、この君津地域 4 市は水道用水の長期安定給水のための水源の広域的有効利用と財

政投資の効率化を図ることを目的として、昭和 49 年 3 月君津郡市広域市町村圏事務組合に

君津広域水道用水供給事業を創設した。この創設事業は、小櫃川水系の片倉ダムを水源と

して、昭和 57 年度において計画一日最大給水量 55,000ｍ3/日を供給するものであった。 
一方、千葉県営水道も事業時期を同じくして、同じ小櫃川水系の亀山ダムを水源とした原

水を京葉地区に導水する計画を立てていたため、この千葉県営水道事業と君津広域水道用

水供給事業がそれぞれ小櫃川流域に取水場を設けることは河川管理上及び施設の利用上問

題があるとして、水源及び施設の有効利用と施設の維持管理の合理化を推進し、事業経営

の経済的有効性を図るため両事業の一体化が具体化した。 
このことから、千葉県営水道事業のうち小櫃川水系施設に関する事業を中止し、新たに千

葉県、木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市で構成する君津広域水道企業団を昭和 53 年 2
月に発足させ、事業を推進している。 

 



 
広域化検討中：君津地域水道事業統合研究会 

 Ⅳ-69 

事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S49.3.30 創　設 S23.12 給水開始

　計画一日最大給水量55,000m3/日 S32.4.13 第１次拡張事業変更認可

S53.4.1 創設変更事業 　計画給水人口28,000人

　計画一日最大給水量135,000m3/日 　計画一日最大給水量7,000m3/日
S58.3.31 第１次拡張事業認可 　市営水道等を買収

　計画一日最大給水量215,000m3/日 S33.8.13 第２次拡張事業変更認可

S61.4 袖ケ浦町(吉野田配水場)に給水開始 　計画給水人口32,000人

H4.7 木更津市（上烏田浄水場）及び君津市 　計画一日最大給水量8,000m3/日
（北子安配水場、小糸受水場）並びに S34.12.18 第３次拡張事業変更認可
富津市（上飯野配水池）への給水を開始 　計画給水人口39,000人

H8.3.8 第１次拡張変更事業(当初計画) 　計画一日最大給水量9,750m3/日

　計画一日最大給水量235,000m
3
/日 　鎌足地区簡易水道事業等を統合

H13.5.21 第１次拡張変更事業(建設変更) S37.12.28 第４次拡張事業変更認可

　計画一日最大給水量205,000m3/日 　計画給水人口55,400人

H17.9.12 第１次拡張変更事業(建設変更) 　計画一日最大給水量13,850m
3
/日

　計画一日最大給水量205,000m3/日 　中台浄水場を新設
H18.3 「十日市場浄水場」増設工事完成 S45.2.19 第５次拡張事業変更認可

（60,000m3/日） 　計画給水人口117,600人

　計画一日最大給水量50,568m3/日
　上烏田・中郷・伊豆島浄水場を新設

S55.6.18 第６次拡張事業変更認可
　計画給水人口139,800人

　計画一日最大給水量73,300m3/日
　市町村合併による富来田地区簡易水道
　事業等を統合（S55.3.31）
　 君津広域水道企業団から受水開始（S55.7）

H1.3.3 第７次拡張事業変更認可
　計画給水人口152,500人

　計画一日最大給水量83,000m3/日
　水運用センター開設（H10.4)

H25.3.25 第７次拡張事業変更認可
　計画給水人口137,000人

　計画一日最大給水量53,800m
3
/日

　金田配水場建設（H27.3完成予定）

君津広域水道企業団 木更津市水道事業

S49.3.30 S23.12.15

沿革
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事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S58.7.11 創　設 S38.7 旧天羽町簡易水道事業創設

　計画給水人口 99,800人 　計画給水人口 4,800人

　一日最大給水量 48,000m3/日 　一日最大給水量 1,055m3/日
H1.3.13 第１次拡張事業認可 S39.7 旧天羽町簡易水道事業供用開始

　計画給水人口 102,800人 S41.3 旧大佐和町水道事業創設

　一日最大給水量 53,000m3/日 　計画給水人口 12,500人

H6.3.31 第２次拡張事業認可 　一日最大給水量 3,750m
3
/日

　計画給水人口 114,000人 S43.4 旧大佐和町水道事業供用開始

　一日最大給水量 61,600m
3
/日 S57.1 旧大佐和町、旧天羽町水道事業統合

H18.3.17 第２次拡張変更事業認可 （富津市水道事業）
　計画給水人口 94,800人 　計画給水人口 66,900人

　一日最大給水量 40,100m
3
/日 　一日最大給水量 34,500m

3
/日

H22.4.15 第２次拡張変更事業認可 富津市第３次拡張事業着手
　計画給水人口 94,800人 S57.4 君津広域水道企業団用水受水（第１）

　一日最大給水量 40,100m3/日 S57.5 第３次拡張事業第１期工事着工

H24.3.29 第２次拡張変更事業認可 富津地区埋立地へ送水開始
　計画給水人口 94,800人 S59.4 小久保ダム供用開始

　一日最大給水量 40,100m3/日 天羽地区暫定給水開始

S62.3 第３次拡張事業第１期工事完了
（送水ルート）

S62.4 天羽地区へ企業団水送水開始
H4.3 第３次拡張変更事業

　計画給水人口 76,560人

　一日最大給水量 49,300m
3
/日

H4.4 第３次拡張変更事業着工
H4.8 君津広域水道企業団用水受水（第２）
H20.3 第３次拡張変更事業

　計画給水人口 47,687人

　一日最大給水量 21,290m
3
/日

H24.4 第３次拡張変更事業
　計画給水人口 44,100人

　一日最大給水量 20,300m3/日

沿革

S.58. 7.11 S.41. 3. 3

君津市水道部 富津市水道部
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事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容
S37.12 平川簡易水道創設事業認可

　計画給水人口 5,000人

　一日最大給水量 840m3/日
S42.3 袖ケ浦上水道創設事業認可

　計画給水人口 10,000人

　一日最大給水量 2,600m3/日
S43.12 平川上水道創設事業認可

　計画給水人口 8,100人

　一日最大給水量 2,025m3/日
S45.3 袖ケ浦第一次拡張事業認可

　計画給水人口 20,000人

　一日最大給水量 5,400m3/日
S45.3 平川第二次拡張事業認可

　計画給水人口 10,000人

　一日最大給水量 4,000m3/日
S47.3 袖ケ浦第二次拡張事業認可

　計画給水人口 20,000人

　一日最大給水量 9,200m3/日
S47.3 平川町第三次拡張事業認可

　計画給水人口 13,300人

　一日最大給水量 6,650m3/日
S51.9 袖ケ浦上水道第三次拡張事業認可

　計画給水人口 48,700人

　一日最大給水量 28,530m3/日
S59.7 袖ケ浦上水道第四次拡張事業認可

　計画給水人口 76,400人

　一日最大給水量 49,050m3/日

H7.12 袖ケ浦上水道第五次拡張事業認可
　計画給水人口 82,200人

　一日最大給水量 49,230m3/日

袖ケ浦市水道局

沿革

S.37.12.21

 
 
３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 施設整備水準の向上 
 施設の統廃合・効率的な更新 
 人材確保・技術力の確保 
 通常時の管理体制強化・緊急時の体制強化 
 更新等に必要な財源の確保・柔軟性ある事業計画 
 料金格差の是正 

（具体的理由） 
平成 19 年 2 月に、千葉県が設置した「県内水道経営検討委員会」から県内の水道事業体

について、今後 20 年以内に一事業体化を目指していくこととの提言が出されたことから、

君津地域においても、単独水源という地域特性から統合・広域化に関する検討を行うこと

とした。 
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４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

事業統合の検討主体は、次のとおりである。 
 中核となった規模の大きい水道事業体 

具体的には、君津広域水道企業団が行っている。 
 
（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

千葉県が設置した「県内水道経営検討委員会」から県内の水道事業体について、一事業

体化を目指していくこととの提言が出されたことを受け、君津地域における水道事業の

あり方を検討するため 4 市水道と企業団で構成する「君津地域水道事業のあり方検討会」

を設置し、平成 19～22 年度にかけて検討を行ったが、統合後の事業運営の具体的な形態

がみえていないことから、4 市が統合を判断するまで至らない状況であった。 
その後、4 市の水道と企業団の他に新たに千葉県水道局と千葉県総合企画部水政課も参

加して「君津地域水道事業統合研究会」を設置し、平成 23～24 年度にかけて、各事業体

が単独の場合と統合した場合の事業計画を比較し、各市が統合の判断を行うための「君

津地域水道事業統合広域化基本計画書（案）」を作成した。 
上記計画書（案）に基づいて各事業体の首長により協議したところ、君津地域水道事業

の統合・広域化の方向性について平成 25 年 9 月に各事業体の首長合意が得られ、同年 10
月 17 日には君津地域水道事業統合・広域化覚書に関する調印式を行った。 



 
広域化検討中：君津地域水道事業統合研究会 

 Ⅳ-73 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H19.5.31 水道事業管理者会議 君津地域水道事業のあり方検討会（下部
組織の幹事会、ワーキンググループを含
む）の設置について

○各市水道の水道管理
者
○企業団事務局長

H19.10.30 第１回あり方検討会幹事会 業務指標（ＰＩ）算出結果について
外部委託の導入について

○各市水道部工務課長
　 及び業務課長
○企業団総務課長
　 及び工務課長

H19.11.14 第１回あり方検討会 業務指標（ＰＩ）算出結果について
外部委託の導入について

○各市水道事業管理者
○企業団事務局長
　 及び技師長

H20.3.11 第２回あり方検討会幹事会 統合に向けた課題と対応策について
次年度の外部委託の検討内容について

○各市水道部工務課長
　 及び業務課長
○企業団総務課長
　 及び工務課長

H20.3.27 第２回あり方検討会 統合に向けた課題と対応策について
次年度の外部委託の検討内容について

○各市水道事業管理者
○企業団事務局長
　 及び技師長

H20.11.20 第３回あり方検討会幹事会 広域化基本検討試案
　・広域化の形態
　・水運用計画
　・施設管理計画

○各市水道部工務課長
　 及び業務課長
○企業団総務課長
　 及び工務課長

　・施設更新計画
　・財政収支の設定条件

H20.11.25 第３回あり方検討会 広域化基本検討試案
　・広域化の形態
　・水運用計画
　・施設管理計画

○各市水道事業管理者
○企業団事務局長
　 及び技師長

　・施設更新計画
　・財政収支の設定条件

H21.3.2 第４回あり方検討会幹事会 広域化基本検討試案
　・財政収支計画

○各市水道部工務課長
　 及び業務課長
○企業団総務課長
　 及び工務課長

H21.3.19 第５回あり方検討会幹事会 広域化基本検討試案
　・財政収支計画

○各市水道部工務課長
　 及び業務課長
○企業団総務課長
　 及び工務課長

H21.3.30 第４回あり方検討会 広域化基本検討試案
　・財政収支計画

○各市水道事業管理者
○企業団事務局長
　 及び技師長
○千葉県総合企画部
　 水政課（オブサーバー）

H21.10.1 第６回あり方検討会幹事会 広域化基本検討（その２）
・施設更新計画の検討
・施設管理体制の検討
・財政収支計画の前提条件

○各市水道部工務課長
　 及び業務課長
○企業団総務課長
　 及び工務課長

H21.10.6 第５回あり方検討会 広域化基本検討（その２）
・施設更新計画の検討
・施設管理体制の検討
・財政収支計画の前提条件

○各市水道事業管理者
　 （部長）
○企業団事務局長
　 及び技師長
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年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H22.3.15 第７回あり方検討会幹事会 広域化基本検討（その２）
・財政収支計画

○各市水道部工務課長
　 及び業務課長
○企業団総務課長
　 及び工務課長

H22.3.23 第６回あり方検討会 広域化基本検討（その２）
・財政収支計画

○各市水道事業管理者
　 （部長）
○企業団事務局長
　 及び技師長

H23.8.31 君津郡市連絡協議会 (仮称）君津地域水道事業統合研究会の
提案について

○各市水道事業管理者
　 （部長）及び次長
○企業団事務局長
　 及び総務課長

H23.10.25 君津地域水道事業統合研究
会
設立準備会

君津地域水道事業統合研究会
及び同作業部会の設置について

○各市水道事業管理者
　 （部長）及び次長
○企業団事務局長、
　 技師長及び総務課長

H24.4.26 第１回統合研究会及び第１回
作業部会合同会議

業務内容の確認 ○各市水道事業管理者
　 （部長、局長）及び次長
○企業団事務局長、
　 技師長及び総務課長

H24.6.29 第２回統合研究会作業部会 ・施設整備等に関する状況の把握・整理 ○各市水道部（局）次長
・水需給予測の再検討 ○企業団技師長及び
・統合シミュレーションの前提条件 　 総務課長

H24.7.31 第２回統合研究会及び第３回 ・施設整備等に関する状況の把握・整理 ○各市水道事業管理者
作業部会合同会議 ・水需給予測の再検討 　 （部長、局長）及び次長

・統合シミュレーションの前提条件 ○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H24.9.21 第４回統合研究会作業部会 ・水需給予測の再検討 ○各市水道部（局）次長
・施設統合整備の再検討について ○企業団技師長及び
・管理体制の検討について 　 総務課長

H24.10.26 第５回統合研究会作業部会 ・事業体別の財政収支計画 ○各市水道部（局）次長
○企業団技師長及び
　 総務課長

H24.11.16 第３回統合研究会及び第６回 ・水需給予測の再検討 ○各市水道事業管理者
作業部会合同会議 ・施設統合整備の再検討 　 （部長、局長）及び次長

・管理体制の検討 ○企業団事務局長、
・事業体別の財政収支計画  　技師長及び総務課長

H24.12.26 第７回統合研究会作業部会 ・事業体間の格差分析 ○各市水道部（局）次長
○企業団技師長及び
　 総務課長

H25.1.28 第８回統合研究会作業部会 ・君津地域水道事業統合の形態 ○各市水道部（局）次長
・事業統合の財政収支計画と効果の ○企業団技師長及び
　検証 　 総務課長
・基本計画書の作成

H25.2.8 第９回統合研究会作業部会 ・単独事業の財政収支計画 ○各市水道部（局）次長
・事業統合の財政収支計画と効果の ○企業団技師長及び
　検証 　 総務課長
・基本計画書の作成

 



 
広域化検討中：君津地域水道事業統合研究会 

 Ⅳ-75 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H25.3.21 第４回統合研究会及び第１０ ・事業間の格差分析 ○各市水道事業管理者
作業部会合同会議 ・事業統合の財政収支計画 　 （部長、局長）及び次長

・基本計画書（案） ○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.4.17 君津地域統合広域化の打合 ・基本計画書（案）の位置付け ○各市水道部長（局長）
・格差の是正 　 及び次長

○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.5.10 君津地域統合広域化の打合 ・合意形成のスケジュール ○各市水道部長（局長）
（第２回） ・統合広域化の方向性に合意し、協議・ 　 及び次長

　検討を行うこととする覚書の協議 ○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.5.15 君津地域統合広域化の打合 ・覚書（根幹的事項）の協議 ○各市水道部長（局長）
（第３回） 　 及び次長

○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.5.23 君津地域統合広域化の打合 ・覚書（根幹的事項）の協議 ○各市水道部長（局長）
（第４回） 　 及び次長

○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.7.4 君津地域統合広域化の打合 ・覚書（案）及び基本計画書（案）の市長 ○各市水道部長（局長）
（第５回） 　部局説明の結果報告 　 及び次長

○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.8.9 君津地域統合広域化の打合 ・格差是正方策（案）の市長部局説明の ○各市水道部長（局長）
（第６回） 　結果報告 　 及び次長

○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.8.22 君津地域統合広域化の打合 ・覚書の調整 ○各市水道部長（局長）
（第７回） ・構成団体首長会議の調整 　 及び次長

・議会説明の調整 ○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.9.10 君津地域統合広域化の打合 ・議会説明の結果報告 ○各市水道部長（局長）
（第８回） ・構成団体首長会議 　 及び次長

・議員説明時期の調整 ○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.9.13 構成団体首長会議 統合・広域化の方向性についての合意 ○各団体首長
○各市水道部長（局長）
　 及び次長
○企業団事務局長、
　 技師長、総務課長

H25.10.2 君津地域統合広域化の打合 ・各団体の現況報告（議会等対応結果） ○各市水道部長（局長）
（第９回） ・覚書調印式の事前打合せ 　 及び次長

○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長

H25.10.9 君津地域統合広域化の打合 ・覚書調印式の事前打合せ ○各市水道部長（局長）
（第１０回） 　 及び次長

○企業団事務局長、
 　技師長及び総務課長
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年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H25.10.17 覚書調印式 ○各団体首長
○各市水道部長（局長）
　 及び次長
○企業団事務局長、
　 技師長、総務課長

H25.10.17 君津地域統合広域化の打合 ・次年度以降の検討組織について ○各市水道部長（局長）
（第１１回） 　 及び次長

○企業団事務局長、
　 技師長、総務課長

 
 



 
広域化検討中：君津地域水道事業統合研究会 

 Ⅳ-77 

君津地域水道事業統合・広域化に関する覚書 

木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市（以下、これらを「四市」という。）及び君津広

域水道企業団（以下「企業団」という。）は、君津地域の水道事業の効率化を図るため、

次の事項を基本として君津地域水道事業の統合・広域化の方向性について合意し、今後統

合・広域化基本計画の策定及び協議検討を進めることとして覚書を締結する。 

 

（対象とする事業） 

第１条 対象とする事業は、木更津市水道事業、君津市水道事業、富津市水道事業、袖ケ

浦市水道事業及び君津広域水道用水供給事業とする。 

（統合の時期） 

第２条 統合の時期は、四市及び企業団（以下「構成団体」という。）が協議して定める

日とする。 

（統合の形態） 

第３条 四市の水道事業の統合形態は、水平統合とする。 

（経営の主体） 

第４条 統合後の水道事業及び企業団の行う用水供給事業は、あらたな経営主体が経営す

る。 

（水道料金等） 

第５条 水道料金は、統合時において統一することを基本とする。ただし、各市の事情に

より各市域ごとに一定期間別に定めることができるものとする。 

２ 水道料金以外の加入金、手数料等の額は、統合時に統一する。 

（統合効果の配分） 

第６条 統合の効果は、構成団体すべてが享受できるよう努める。 

２ 統合効果の四市間の配分調整は、今後協議して定めるものとする。 

（水道施設の整備） 

第７条 あらたな経営主体は、地域の発展の動向に対応するとともに、給水区域における

給水サービスの向上を図るため、四市の水道施設整備計画を尊重し施設の整備を行うも

のとする。 

（資産等の引継ぎ） 

第８条 統合時において、構成団体が所有し経営の用に供している資産等は、あらたな経

営主体にすべて引き継ぐものとする。 

２ 統合前、すでに事業の用に供していない資産等は、構成団体において整理するよう努

めるものとする。 

（財政調整） 

第９条 統合前において、各市水道事業が累積欠損金を保有するときは、統合時までに解

消するものとする。 
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（経費の負担） 

第１０条 統合後の水道事業に対する四市の負担は、地方公営企業繰出し基準に基づき構

成団体が協議して定めるものとする。 

２ 統合前に四市がそれぞれの水道事業に対し負担している経費は、それぞれの負担の趣

旨に応じて、統合後もこれを継続するものとする。 

（基本計画策定の姿勢） 

第１１条 統合・広域化基本計画の策定にあたっては、適切な事業計画を策定し、収入、

支出を精査するものとする。  

（統合までの経費負担） 

第１２条 覚書締結後、統合までの間に行う統合・広域化の準備に関する経費（人件費を

除く。）の負担については、均等負担を原則として構成団体の協議により決定する。 

（その他） 

第１３条 この覚書に定めのない事項又は本覚書の内容に疑義が生じたときは、構成団体

が協議の上定めるものとする。 

 

本覚書の証として本書 5通を作成し、当事者署名押印のうえ、各自 1通を保有する。 

平成２５年１０月１７日 

 

木更津市潮見一丁目１番地 

木更津市 

市長                                  

 

君津市久保二丁目 13 番 1号 

君津市 

市長職務代理者 

副市長                                 

 

             富津市下飯野 2443 番地 

             富津市 

市長                                    

 

             袖ケ浦市坂戸市場 1番地 1 

             袖ケ浦市 

市長                                    

 

             木更津市新田二丁目 8番 17 号 

             君津広域水道企業団 

企業長                                   
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②協議会や検討会等の設置状況 
広域化に対する各事業体の首長合意を得るまでの間、初期段階として「君津地域水道

事業のあり方検討会」及び「君津地域水道事業統合研究会」の 2 つの検討会を設置した。 

段階 協議会・検討会等の名称 設置目的・位置づけ 構成メンバー

君津地域水道事業のあり
方検討会

木更津市、君津市、富津
市、袖ケ浦市及び君津広
域水道企業団が協力し
て、今後の君津地域にお
ける水道事業のあり方に
ついて検討・協議するこ
とを目的とする。

○４市水道事業管理者
○企業団事務局長、
　 技師長

君津地域水道事業統合研
究会

君津地域における用水供
給事業と水道事業の統合
広域化に関する実務レベ
ルの検討を行うために設
置する。

○千葉県総合企画部
　 水政課長
○千葉県水道局管理部
　 総務企画課長
○４市水道事業管理者
　 もしくは部長、局長
○企業団事務局長

2.構想・検討段階
－ － －

3.調整段階

1.初期段階

－ － －
 

※段階の説明 
13. 初期段階（まず広域化検討のスタートラインに立つため、関係者と広域化検討を

行う場を持っている段階） 
14. 構想・検討段階（広域化の形態や枠組みの検討、施設の共同整備、人事交流、遠

い将来も含めた着地点の検討等を行っている段階） 
15. 調整段階（住民や議会等との合意形成を図りつつ、関係者との調整等を進めてい

る段階） 
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（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 
平成 25 年 10 月現在、統合広域化の方向性について合意し、今後統合・広域化基本計

画の策定及び協議検討を進めることとした覚書を交わしたばかりである。今後は、料金

の統一、職員の身分、施設整備計画等の様々な課題があるとの認識はあるものの、具体

的な内容についてはこれから協議、検討していく見込みである。 
なお、平成 23～24 年度にかけて検討した「君津地域水道事業統合広域化基本計画書

（案）」では、事業統合における効果と課題について、次のように整理を行っている。 
 

事業統合における効果と課題 
項目 効果 課題 
施設  集中監視設備の導入により、施設の

一元管理が可能となり、常時及び

非常時における水運用能力が向上

する。 
 末端給水事業と用水供給事業の施

設を一体的に監視できるため、受

水量と配水量の調整が容易とな

り、維持管理の効率化を図ること

ができる。 
 重点的な漏水調査を実施すること

により、漏水の未然防止を図ると

ともに、漏水調査による統計デー

タを蓄積・分析することで、効果

的な更新事業を展開することがで

きる。 
 連絡管の整備により非常時のバッ

クアップ体制が確立し、危機管理

能力が向上する。 

 集中監視設備の導入による維持管理体

制を確立するためには、施設の水運用

マニュアルの整備と職員への周知徹

底を図る必要がある。 
 施設の更新基準や委託管理業務の仕様

等が事業によって異なるため、施設の

管理水準の統一を図る必要がある。 

経営  君津地域でみると、単独事業でそれ

ぞれが事業運営するよりも事業統

合した方が、年間 84.7 百万円の維

持管理費用を削減することができ

る。 
 君津地域でみれば職員数が減少す

るため、人件費を削減できる。 

 集中監視設備や管理棟などの統合に関

わる初期投資のための資金を確保す

る必要がある。 
 出資金を計上する場合は、出資金の財

源の確保が課題となる。 

出典：君津地域水道事業統合広域化基本計画書（案） 



 
広域化検討中：君津地域水道事業統合研究会 
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事業統合における効果と課題（つづき） 
項目 効果 課題 
経営  君津地域でみれば、維持管理費が低

減するため、単独事業よりも低い

供給単価での経営が可能である。 
 国庫補助金等を活用することで、更

新資金を確保するほか、起債の割

合を低くすることで、支払利息や

起債残高を低減でき、将来世代へ

の負担を軽減することが可能であ

る。 
 事業規模の拡大に伴い、大規模更新

のための資金を確保しやすい環境

となる。 
 平成 38 年度以降は、単独事業より

低い基本料金単価での経営が可能

となるため、構成団体の受水負担

が低減する。 
 君津市の久保浄水場等の統廃合に

より供給水量が増え、収益増とな

る。 

 長期的にみると単独事業における４市

の格差が大きくなるため、木更津市と

袖ケ浦市で君津市と富津市の負担を

背負うことになる。よって、4 市水道

事業の格差が大きな課題となる。 
 出資金を計上しない場合は、平成 28 年

度から大幅な料金値上げが必要とな

ることから、利用者の理解を得ること

が大きな課題となる。 
 4 市とも口径別料金体系であるが、市

によって料金水準や逓増度が異なり、

また、加入金、開発負担金、手数料も

異なるため、これらの水準を統一する

必要がある。 

人  管理棟に職員が集約され、各種シス

テムの導入により、職員の情報の

一元管理が可能となり、効率的な

事業を実施することができる。 
 事業規模の拡大とともに 100 人以

上の職員数を確保できること、独

立した企業となれば市長部局との

異動がなくなることから、専門的

な知識をもった職員を継続的に育

成しやすい環境となる。また、技

術力の確保に伴い、職員の危機管

理能力が向上する。 

 職員と委託業者との連携の強化を図る

必要がある。 
 マニュアルの整備状況が市によって異

なるため、マニュアルを整備する必要

がある。 
 サービスセンターや管工事組合などの

委託事業者を整理する必要がある。 
 用水供給事業、末端給水事業おのおの

の実務経験がない職員が一体化する

ことから、両事業の知識をいかに習得

することが大きな課題となる。 

出典：君津地域水道事業統合広域化基本計画書（案） 
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（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 
現在、統合・広域化基本計画の策定及び協議検討を進めることに関する覚書を交わした

段階である。今後は水道事業統合協議会を発足し、次ページに示すロードマップにした

がって事業統合に向けた調整を行っていく予定である。 
 
 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 

事業統合を前提とした検討を進めており、統合までに別の広域化メニューを実施する予

定はない。 



 
広域化検討中：君津地域水道事業統合研究会 
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広域化検討中：小諸市、小諸市外二市御牧ヶ原水道組合簡易水道事業 

 Ⅳ-84 

 
１．事業の概要 
小諸市と小諸市外二市御牧ヶ原水道組合は、平成 24 年 12 月 12 日に、御牧ヶ原水道の給

水地区における簡易水道事業を小諸市上水道事業へ事業統合することの基本合意書を締結

した。その後、御牧ヶ原水道給水地区の住民に対して説明会を行い、平成 27 年 4 月を目標

に事業統合することとなった。その構成団体の概要は次のとおりである。 
小諸市　小諸市外二市御牧ヶ原水道組合
長野県
水平統合
平成27年度

直近の認可 単位 ① ② 計
平成30年度 － －

人 42,800 2,550 45,350

m3/日 26,930 2,340 29,270
単位 ① ② 計
人 41,564 2,423 43,987

m3/日 25,656 1,433 27,089
職員数 事務職 人 14 1 15

技術職 人 4 4
技能職 人 0 0
計 人 18 1 19

位置図

都道府県

一日最大給水量

平成23年度実績

①小諸市水道事業
②小諸市外二市御牧ヶ原水道組合
　（小諸市、佐久市、東御市の３市が協力して運営）

※直近の認可及び平成23年度実績は、①は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）、
　②は簡易水道事業年鑑（平成23年度、総務省）より。

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度

構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

給水人口

 
 

小諸市、小諸市外二市御牧ヶ原水道組合 



 
広域化検討中：小諸市、小諸市外二市御牧ヶ原水道組合簡易水道事業 
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●上水道水系図（御牧ヶ原水道統合後） 

 
（出典：小諸市水道ビジョン） 



 
広域化検討中：小諸市、小諸市外二市御牧ヶ原水道組合簡易水道事業 
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２．事業の沿革 
構成団体の沿革は、次のとおりである。 
事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
T11. 2. 3 創設 S38.5.30 創設

　計画給水人口9,000人 　計画給水人口2,000人

　計画一日最大給水量1,350m
3
/日 　計画一日最大給水量300m

3
/日

S 3.10.25 第１次拡張事業変更認可 S44.11.28 第１次拡張事業変更認可
　計画給水人口14,000人 　計画給水人口3,000人

　計画一日最大給水量2,100m3/日 　計画一日最大給水量450m3/日

S32. 6.20 第２次拡張事業変更認可 S47.10.11 第２次拡張事業変更認可
　計画給水人口19,700人 　計画給水人口3,000人

　計画一日最大給水量4,925m3/日 　計画一日最大給水量600m3/日

S37. 3.22 第３次拡張事業変更認可 S53.3.17 第３次拡張事業変更認可
　計画給水人口29,450人 　計画給水人口2,700人

　計画一日最大給水量7,863m3/日 　計画一日最大給水量2,252m3/日

S41.11.11 第４次拡張事業変更認可 H5.12.15 第４次拡張事業変更認可
　計画給水人口34,000人 　計画給水人口2,550人

　計画一日最大給水量10,200m3/日 　計画一日最大給水量2,340m3/日

S49. 6.28 第５次拡張事業変更認可
　計画給水人口34,000人

　計画一日最大給水16,300m
3
/日

S51. 7.22 第６次拡張事業変更認可
　計画給水人口37,500人

　計画一日最大給水量20,000m3/日

S57.11. 1 第７次拡張事業変更認可
　計画給水人口39,000人

　計画一日最大給水量26,000m3/日

H 1.10.11 第８次拡張事業変更認可
　計画給水人口40,000人

　計画一日最大給水量26,500m3/日

H11. 8.31 第９次拡張事業変更認可
　計画給水人口43,800人

　計画一日最大給水量32,600m3/日

H15. 3.25 第１0次拡張事業変更認可
　計画給水人口43,900人

　計画一日最大給水量32,800m3/日

H21. 3.31 第１1次拡張事業変更認可
　計画給水人口42,800人

　計画一日最大給水量26,930m3/日

沿革

小諸市 小諸市外二市御牧ヶ原水道組合

T11. 2. 3 S38.5.30
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３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 水源の確保･多元化、料金格差の是正 
（具体的理由） 
御牧ヶ原簡易水道の水源である表流水の取水量及び水質が不安定であり、また、広大な

給水面積に対し給水人口が少ないことから経営効率が悪く、構成市の負担がなければ老朽

化した施設の更新も困難な状況である。 
 
４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

事業統合の検討主体は、次のとおりである。 
 中核となった規模の大きい水道事業体 

具体的には、小諸市水道事業である。 
 

（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

事業統合に向けた検討の経緯は、次のとおりである。 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

平成21年7月 御牧ヶ原水道組合担当部課
長会議

基本計画書に基づく問題点の確認
と今後の対応について

構成市担当部課長

平成23年3月 御牧ヶ原水道組合担当部課
長会議

大規模事業体への統合を基本方針
して検討することを確認

構成市担当部課長

平成23年11月 構成市理事者会議 小諸市上水道事業へ編入を基本と
して具体的検討に入ることを確認

構成市市長、担当部課
長

 

②協議会や検討会等の設置状況 
事業統合に重点を置いた協議会や検討会等については、特に設置していない。 

 
（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 

事業統合を進める中で生じる課題の抽出とその解決策については、現在検討中である。 
 
（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 

事業統合は平成 27 年度を予定しているが、具体的なスケジュール等については現在作

成中である。 
 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 

事業統合までに別の広域化メニューを実施する予定はない。



 
広域化検討中：榛南水道用水供給事業、大井川広域水道用水供給事業 

 Ⅳ-88 

 
１．事業の概要 
「静岡県水道整備計画基本構想」の基本的な考え方を受けて策定された「大井川地域広域

的水道整備計画」では、水道用水供給施設を統合することを基本方針にしており、これに

したがって、榛南水道用水供給事業を大井川広域水道用水供給事業に統合を図るものであ

る。事業統合を目指す構成団体の概要は、次のとおりである。 
榛南水道用水供給事業、大井川広域水道用水供給事業
静岡県
水平統合
未定

直近の認可 単位 ① ② 計
平成25年度 平成25年度 －

人 － － 0

m3/日 27,000 321,400 348,400
単位 ① ② 計
人 － － －

m3/日 20,600 119,369 139,969
職員数 事務職 人 0 11 11

技術職 人 5 12 17
技能職 人 0 0 0
計 人 5 23 0 0 28

位置図

※直近の認可及び平成23年度実績は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）より。

都道府県

一日最大給水量

平成23年度実績

①榛南水道用水供給事業（静岡県企業局）
②大井川広域水道用水供給事業（静岡県大井川広域水道企業
団）

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度

構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

給水人口

 
 

榛南水道用水供給事業、大井川広域水道用水供給事業 



 
広域化検討中：榛南水道用水供給事業、大井川広域水道用水供給事業 
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〔榛南水道用水供給事業〕 
●事業概要 
 

 
（出典：企業局地域水道ビジョン 平成 21 年 5 月策定） 

 



 
広域化検討中：榛南水道用水供給事業、大井川広域水道用水供給事業 
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〔大井川広域水道用水供給事業〕 
●事業概要 

 
（出典：企業団地域水道ビジョン 平成 21 年 2 月策定） 
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２．事業の沿革 
構成団体の沿革は、次のとおりである。 

事業体名
創設認可
年月日

年月日 内容 年月日 内容
S42.3.29 創設認可 S52.2.28 自治大臣から企業団の設立許可

計画給水人口60,000人
計画一日最大給水量27,000㎥/日 S52.9.29 厚生大臣から事業認可

計画給水人口531,700人
S42.9 給水開始（10,000㎥/日） 計画一日最大給水量160,700㎥/日

S47.3.31 第1回変更認可 S63.4 4市6町に一部給水開始
計画給水人口60,000人
計画一日最大給水量27,000㎥/日 H3.4 4市10町に給水

S61.2.13 第２回変更認可 H7.11.30 第１回変更認可
計画給水人口73,600人 計画給水人口747,400人
計画一日最大給水量27,000㎥/日 計画一日最大給水量321,400㎥/日

H16.10.22 第３回変更認可
計画給水人口54,410人
計画一日最大給水量27,000㎥/日

沿革

榛南水道用水供給事業（静岡県企業局） 静岡県大井川広域水道企業団

S42.3.29 S52.9.29

 

 
３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 その他 
（具体的理由） 

 国（厚生省・当時）は、昭和 52 年の水道法の改正により広域的水道整備計画に

関する規定を設け、同年度に県は「静岡県水道整備計画基本構想」を策定し、県

内に４つの水道広域圏を設定し、圏域内の水道を一元化する方針を示した。 
 昭和 52 年９月の大井川広域水道用水供給事業の認可申請の際に、知事から厚生

大臣あての認可申請進達書で、既設の榛南水道用水供給事業と統合する旨を明記

している。 
 昭和 53 年度に県は「大井川地域広域的水道整備計画」を策定し、その中で「大

井川水道用水供給施設を新たに布設し、既存の水道用水供給施設と統合して計画

区域への水道用水供給事業を実施する。」と記載している。 
 昭和 61 年、平成 16 年の榛南水道用水供給事業の変更認可手続きにおいて、統合

に向けた取組について厚生労働省から指導を受けている。 
 平成 6 年度の「大井川地域広域的水道整備計画」においては、経営計画の項目で、

「大井川広域水道用水供給事業と榛南水道用水供給事業を統合し、経営の合理化、

健全化に努める。」と表記している。 
 平成７年の大井川広域水道用水供給事業の変更認可手続きにおいて、統合に向け

た取組について厚生労働省から指導を受けている。 



 
広域化検討中：榛南水道用水供給事業、大井川広域水道用水供給事業 
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４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

事業統合の検討主体は、次のとおりである。 
 中核となった規模の大きい水道事業体 

具体的には、静岡県大井川広域水道企業団である。 
 

（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

事業統合に向けた検討の経緯は、次のとおりである。 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

平成16年度
9月13日

課長会議 ・経緯と課題について情報交換 県水利用室、県企業局、
大井川広域水道企業団

平成17年度 ・財産譲渡について、企業局は
「有償譲渡」、企業団は「無償譲
渡」が原則としてそれぞれ考え方
を整理

平成18年度
8月3日

課長会議 ・財産譲渡協議（平行線）
・譲渡に係る合意が困難であり22
年度の統合目標は取下げ
・基本的に統合協議は継続

県水利用室、県企業局、
大井川広域水道企業団

8月17日 課長会議 ・維持管理業務委託の取扱い
・統合問題の取扱い

平成21年度
10月28日

管理者協議 ・榛南水道維持管理業務の受託を
企業団から取止めの申入れ
・統合協議は継続

県水利用室、県企業局、
大井川広域水道企業団

平成23年度
10月21日

管理者協議 ・25年度以降に協議を再開 県企業局、大井川広域水
道企業団

 

 
②協議会や検討会等の設置状況 
事業統合に重点を置いた協議会や検討会等については、特に設置していない。 

 
（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 

事業統合を進める中で生じる課題の抽出とその解決策については、現在検討中であり、

以下のような状況にある。 
 

 統合の対象となる財産の譲渡方法について、双方の意見が合意に達していない。 
 その他、統合に向けた課題の掘下げ、具体な検討を行う必要がある。 
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（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 
協議は継続するものの明確なスケジュールは未定である。 

 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 

事業統合までに別の広域化メニューを実施する予定はない。 
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１．大阪広域水道企業団の概要 
近年、水需要の減少により料金収入が減少する一方で、施設更新等に必要な財政負担が増

加するなど、府域水道事業を取りまく経営環境は厳しくなってきている。 
こうした変化に対応し、市町村との連携拡大や広域化により効率的な事業運営を行うため、

大阪市を除く府内 42 市町村で、一部事務組合である大阪広域水道企業団を設立し、旧大阪

府水道部の水道用水供給事業と工業用水道事業を承継して、平成 23 年４月１日から事業を

開始した。 
水道用水供給事業では、大阪市を除く府内 42 市町村に年間約５億 3,000 万㎥（給水区域

における総使用量の約７割）の水道用水を供給している。 
また、工業用水道事業では、製造業をはじめ、電気・ガス・熱供給事業など、府内の企業

約 440 社に対して、冷却用や洗浄用等に利用する工業用水を供給している。 
大阪広域水道企業団
大阪府
垂直統合
未定

直近の認可 単位 計
－

人 －

m
3
/日 1,750,000

単位 計
人 －

m
3
/日 1,658,733

職員数 事務職 人 62
技術職 人 301
技能職 人 0
計 人 363

位置図

※直近の認可及び平成23年度実績は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）より。

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度
構成団体

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

給水人口

都道府県

一日最大給水量

平成23年度実績

大阪市を除く府内全４２市町村

 

大阪広域水道企業団 
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２．構成団体の概要 
構成団体の概要は、次表のとおりである。 
 

事務職 技術職 技能職 計

堺市 M43/04 60,000 H20/03/31 15拡変 H27 843,800 355,000 843,549 302,830 125 135 0 260

岸和田市 S16/08 40,000 H18/03/31 ６拡変 H27 221,100 104,500 198,406 76,500 27 21 9 57

豊中市 S03/06 15,000 S47/03/31 ４拡変 S50 502,000 216,575 390,286 137,335 39 78 26 143

池田市 S13/11 35,000 H05/12/03 ６拡 H22 117,500 69,000 103,434 40,014 19 20 19 58

吹田市 S02/08 30,000 H22/03/29 ６拡４ H27 368,900 155,100 357,664 129,110 48 97 0 145

泉大津市 S04/01 13,000 H19/03/27 ６拡 H22 81,000 43,700 77,167 28,724 9 10 3 22

高槻市 S18/05 1,500 H24/03/14 ７拡２ H27 360,100 126,200 354,908 119,830 38 52 17 107

貝塚市 S11/04 18,000 H21/01/29 ７拡 H27 96,100 39,800 90,306 33,171 11 19 10 40

守口市 T14/10 5,500 H19/08/01 ７拡変 H27 150,000 65,200 145,581 55,040 26 51 0 77

枚方市 S09/02 12,000 H05/03/24 ７拡変 H15 419,000 206,800 406,790 151,640 32 85 21 138

茨木市 S04/04 10,000 H20/10/29 ９拡変 H27 276,000 111,000 276,120 91,178 18 23 30 71

八尾市 S14/04 15,000 H07/07/27 ６拡 H15 300,000 153,000 270,900 107,687 44 63 0 107

泉佐野市 S33/04 23,500 H19/04/01 ５拡変 H15 107,400 102,100 100,365 45,100 11 13 6 30

富田林市 S10/09 5,000 H21/05/11 ６拡３ H27 125,600 56,200 117,951 46,516 12 32 0 44

寝屋川市 S24/05 3,500 H02/12/25 ６拡変 H15 273,000 129,000 238,558 81,496 32 30 3 65

河内長野市 S09/07 4,000 H22/03/17 － H30 114,842 45,626 111,028 38,845 19 17 0 36

松原市 S30/12 27,000 S57/03/31 ３拡 H22 150,000 61,500 123,253 42,106 12 14 1 27

大東市 S07/05 6,000 H03/03/30 ５拡 H12 141,000 70,000 126,515 47,431 18 16 0 34

和泉市 S30/09 19,200 H22/02/02 ４拡２ H27 199,600 77,400 183,942 61,493 14 25 0 39

箕面市 S26/08 20,000 H23/03/23 ５拡４ H27 135,100 48,200 131,183 45,183 15 16 17 48

柏原市 S18/03 11,000 H18/03/23 ４拡 H20 79,400 41,000 75,149 30,276 8 17 0 25

羽曳野市 S03/05 2,500 H22/11/22 － H32 116,600 46,200 113,587 42,135 14 20 0 34

門真市 S40/04 151,130 S61/03/19 ２拡 H07 151,130 72,000 128,647 47,510 21 12 8 41

摂津市 S31/04 11,250 S57/03/11 ４拡 H02 93,000 57,400 84,522 32,700 12 12 14 38

高石市 S15/05 14,000 S58/02/09 ５拡 H02 73,500 37,900 58,756 21,990 12 13 0 25

藤井寺市 S35/04 40,000 S58/03/29 ４拡 S64 73,000 34,000 66,947 23,542 8 12 0 20

東大阪市 S07/03 41,000 H22/03/18 ４拡２ H23 548,170 295,000 507,382 190,620 71 77 0 148

泉南市 S34/12 19,000 H24/03/30 ８拡 H28 64,600 28,500 62,687 24,130 8 14 0 22

四條畷市 S34/04 11,000 H12/03/31 ５拡 H15 60,000 25,400 57,220 19,279 8 11 0 19

交野市 S31/04 3,500 H13/11/26 ６拡 H22 92,100 38,500 77,075 24,952 17 12 0 29

大阪狭山市 S36/03 11,000 H21/04/13 ２拡２ H27 61,000 26,700 57,943 20,830 7 10 0 17

阪南市 S54/04 46,000 H08/03/29 ３拡 H15 74,000 38,000 56,126 20,415 11 6 0 17

島本町 S33/09 16,000 H20/06/24 ４拡変 H27 32,100 11,700 29,945 10,380 6 3 2 11

豊能町 S57/04 22,000 H13/03/30 １拡 H22 35,000 16,000 21,320 7,909 4 2 4 10

能勢町 H19/04 16,500 H13/03/30 創設 H22 16,500 7,200 10,761 3,522 3 1 0 4

忠岡町 S11/03 8,600 S45/03/31 ４拡 S50 20,000 8,800 17,939 6,672 2 1 0 3

熊取町 S38/03 20,000 H02/06/11 ５拡 H12 58,100 26,100 44,452 15,762 8 5 0 13

田尻町 S33/05 8,700 H01/06/26 ３拡 H12 13,600 6,800 8,452 3,060 1 3 4 8

岬町 S30/11 6,500 H21/02/25 ５拡変 H27 21,600 9,490 16,977 8,197 3 1 1 5

太子町 S51/04 20,000 H15/03/20 ２拡 H22 17,000 7,000 14,166 4,689 5 1 0 6

河南町 S45/04 16,000 H14/03/08 ３拡 H22 20,800 10,700 16,750 6,106 3 3 0 6

千早赤阪村 S43/11 5,500 S62/03/31 ２拡変 H12 9,400 3,740 5,477 2,089 3 0 1 4

合計 － 864,380 － － － 6,712,642 3,084,031 6,180,186 2,247,994 804 1,053 196 2,053

※認可及び平成23年度実績は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）より。

給水開始
年月

事業体名

直近の認可（届出）

年月日 目標年度
計画

給水人口
（人）

計画一日
最大給水量

（m
3
/日）

計画
給水人口
（人）

創設事業

事業の
分類

職員数（人）

平成23年度実績

給水人口
（人）

一日最大給
水量

（m
3
/日）
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３．大阪広域水道企業団が目指す広域化の目標（府域一水道） 
広域化の推進に当たっては、関係市町村を広域的な視点でリードする存在、すなわち「広

域化の核」が不可欠である。この点、府域においては大阪市を除く全域に大阪広域水道

企業団を通じた広域的な水道システムが整備されていることから、当該企業団が中心と

なって、「府域一水道」の実現を目指して広域化が進められている。 
なお、大阪府内では 43 の市町村が水道事業を運営しているが、水道施設や料金の格差、

自己水源の保有状況等、それぞれの事情が異なっており、市町村によって広域化の緊急

性に違いがある。こうしたことから、「府域一水道」の実現までの期限は設けておらず、

協議の整ったところから、順次、統合していくこととしている。 
 
４．これまでの広域化の取組み 

上記のとおり、大阪府内では市町村によって広域化の緊急性に違いがあるため、大阪広

域水道企業団では、連携に取り組みやすく、かつ、効果が大きいと考えられる分野から、

事務の共同処理や水道事業の受託などの手法により広域化を進めることを基本とし、協

議の整ったところから、順次、統合していくこととしている。 
これまでの取組内容は、次のとおりである。 
 

（１）河南水質管理ステーションの設置 
従来、府内 42 市町村では個々に水質管理を実施してきたが、大阪広域水道企業団と大

阪府河南地域の 10市町村とで連携して地域における全ての水質管理を共同で実施する府

内初の広域的な水質管理拠点を設置し、平成 25 年４月１日から運用を開始した。 
本拠点でマンパワーや分析機器を共有化することにより、地域の市町村水道事業に係る

水質検査、水質管理の充実を図っていくこととしている。 
 
    ① 対象団体 ： 富田林市、河内長野市、松原市、柏原市、羽曳野市、 
             藤井寺市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村 
    ② 設置場所 ： 河内長野市日野浄水場及び柏原市玉手浄水場内 
    ③ 設置時期 ： 平成 25 年４月１日 
    ④ 実施業務 ： 水質検査及び水質管理全般 
    ⑤ 運営体制 ： 大阪広域水道企業団の職員及び市町村からの派遣職員で構成

し、大阪広域水道企業団が代表して運営（事業費は 10 市町村

が按分して負担） 
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（２）市町村水道事業の個別業務（設計・工事）の受託 
大阪広域水道企業団では、府域水道事業を取り巻く課題に対応し、事業の効率化や技術

力を確保していくため、水道事業の受託・技術的支援を行うこととしており、平成 25 年

度から市町村水道事業の個別業務（設計・工事）の受託を開始した。 
平成 25 年度は１件を受託、平成 26 年度は新たに２件を受託し、合計３件の設計・工

事を実施していく。 
 

 ①河南町 大宝低区及び高区配水池の耐震化に係る実施設計・工事 
    ・ 総事業費（概算） 約３～４億円（河南町からの委託料収入により実施） 
    ・ 事業スケジュール（予定） 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

低区実施設計     

高区実施設計     

低区 工事     

高区 工事     

 
 ②藤井寺市 道明寺浄水場の更新に係る実施設計・工事 
    ・ 総事業費（概算） 13 億円程度（藤井寺市からの委託料収入により実施） 
    ・ 事業スケジュール（予定） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28～32 年度 

調査    

実施設計    

工事    

 
 ③島本町 大薮浄水場 監視制御設備等の更新に係る実施設計・工事 
    ・ 総事業費（概算） 約４～５億円（島本町からの委託料収入により実施） 
    ・ 事業スケジュール（予定） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施設計     

工事     
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（３）大阪市との統合協議 
大阪市から「大阪広域水道企業団と統合したい」旨の申入れがあったことから、平成

26 年４月の統合を目指して（協議開始当初は平成 25 年度前半での統合を目指して）協議

が進められてきた。 
平成 25 年４月 23 日の「43 市町村の首長会議」においては、両者の統合案について、

43 市町村の首長全員の了承を得るに至ったが、平成 25 年５月 24 日の大阪市会５月定例

会において、大阪維新の会を除く会派が「市民にメリットがない」として統合に関する

議案に反対し、否決となった。 
その後、平成 25 年６月 19 日に開催された大阪市戦略会議において「統合案と大阪市

会における意見との隔たりが大きい」として、大阪市は「大阪広域水道企業団との統合

協議は一旦中止し、民営化の検討を進める」ことを決定した。 
こうしたことを受けて、大阪広域水道企業団も構成団体である 42 市町村と協議を行い、

「大阪市との統合協議は一旦中止する」ことを決定した。 
なお、統合協議の主な経過は、次のとおりである。 
 

日 付 内  容 

平成 23 年 12 月 23 日 大阪市戦略会議 

・ 大阪市水道局が企業団との統合に向けたロードマップ等を

示し、大阪市長の了承を得る。 
平成 24 年１月 16 日 大阪広域水道企業団 企業長・大阪市長 会談 

・ 首長の代表による検討委員会を設置し、協議を開始する  

こと等を確認。 
平成 24 年１月 31 日 平成 23 年度 42 市町村の首長会議 

・ 水道事業統合検討委員会の設置等を決定。 
平成 24 年 2 月 1 日 「大阪広域水道企業団・大阪市 水道事業統合検討委員会」を

設置 

平成 24 年 3 月 26 日 第 1回 水道事業統合検討委員会 

・ 府域一水道は中長期での議論とし、まずは「企業団と大阪

市との統合」について検討すること等を確認。 
平成 24 年 8 月 10 日 第 2回 水道事業統合検討委員会 

・ 大阪市長が「大阪市が統合を判断するためには、一定期間

内に市町村水道事業も統合する、いわゆる『府域一水道』の

実現について、43 市町村長の方針確認が必要」と提案。 
・ これまでの検討経過をまとめた「中間報告（案）」について

議論できず。 
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日 付 内  容 

平成 24 年 8 月 24 日 第 1回 43 市町村の首長会議 

・ 府域一水道の期限を切るとの結論には至らなかったものの、

今後、府域一水道について各市町村がどのように考えている

かを整理していくことを確認。 
・ 「中間報告（案）」について、「大阪市柴島浄水場の上系を

廃止。用水供給事業会計と大阪市域水道事業会計との統合な

し。大阪市域水道事業で発現する統合メリット（18 年間で 221
億円のメリット発現）は 43 市町村で共有」をベースに検討を

進めていくこと等を確認。 
平成 24 年 10 月 22 日 第 3回 水道事業統合検討委員会 

・ 大阪市長からの新たな提案（企業団が大阪市に提示した３

つの統合条件について、企業団と統合する際の共通の条件・

ルールとすることを 42 市町村長に確認いただけるのであれ

ば、府域一水道の期限を切ることは求めない）を議論。 
・ 「大阪市との統合条件を含め、府域一水道に向けた課題・

統合条件について議論を開始すること」等を確認。 
平成 25 年１月 25 日 平成 24 年度 42 市町村の首長会議 

・ 企業団が大阪市に提示した３つの統合条件を含め、次の  

４つの条件を企業団と統合する際の共通条件とすることを 

確認。 
 ① 資産は、負債を含めて無償で承継する。 
 ② 技能職員は引き継がない。 
 ③ 外郭団体は引き継がない。 
 ④ 土地の利活用については、水道事業で使用しない土地の

売却は企業団が実施するが、跡地利用の計画立案のイニシ

アティブは企業団に資産を引き継いだ市町村が持つ。 
平成 25 年 2 月 18 日 第 4回 水道事業統合検討委員会 

・ 「統合素案」を審議。 
・ 1 月 25 日の「42 市町村の首長会議の結果」や「大阪市域   

水道事業で発現する統合メリットは、全額を 43 市町村で共有

すること（ただし、使途については継続協議とすること）」等

を確認。 
平成 25 年 2 月 24 日 第 2回 43 市町村の首長会議 

・ 「統合素案」について審議。全会一致で了承を得る。 
・ 4 月以降に「統合メリットの使途」について議論すること等

を確認。 
平成 25 年 3 月 7 日 大阪市長 定例記者会見 

・ 「統合素案」に対し、大阪市会各会派から厳しい意見が   

出ていることを受け、大阪市長が「この状況を受け、考える

のは企業団側だ。企業団側が譲歩すべき。」といった旨発言。 
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日 付 内  容 

平成 25 年 4 月 15 日 第 5回 水道事業統合検討委員会 

・ 「統合素案」を修正（→統合メリット 221 億円全額を大阪

市域水道事業で活用することに修正） 
平成 25 年 4 月 23 日 第 3回 43 市町村の首長会議 

・ 修正後の「統合案」について審議。全会一致で了承を得る。 
平成 25 年 5 月 24 日 大阪市会 5 月定例会 

・ 大阪維新の会を除く会派が「市民にメリットがない」とし

て統合に関する議案に反対し、否決となる。 
平成 25 年 6 月 19 日 大阪市戦略会議 

・ 「統合案と大阪市会における意見との隔たりが大きい」と

して、大阪市が「企業団との統合協議は一旦中止し、民営化

の検討を進める」ことを決定。 
平成 25 年 7 月 10 日 企業団・42 市町村で協議し、大阪市との統合協議は一旦中止  

することを決定 

 
     【参考：各会議の役割】 

43 市町村の首長会議 企業団と大阪市との水道事業統合案について協議 

水道事業統合検討 
委員会 

43 市町村の首長会議に付議する案件を協議 
※首長の代表 8 人で組織 
（堺市長、茨木市長、東大阪市長、大阪狭山市長、泉南市長、 
千早赤阪村長[前任：能勢町長]、豊中市長、大阪市長） 

 
（４）新たな統合協議の開始 

大阪市との統合協議は一旦中止となったが、大阪広域水道企業団としては、府域一水道

を目指していくことに変わりはなく、引き続き企業団構成市町村との議論を深め、広域

化を推進していくとしており、平成 26 年４月から千早赤阪村との統合協議を開始する。 
また、他にも「平成 26 年４月から大阪広域水道企業団との統合協議を開始したい」と

の意向を示している団体があり、現在、当該団体において内部調整が行われている（平

成 26 年２月現在）。調整が整えば、こうした団体とも協議していくこととなる。 
 
（５）今後の課題 

府域水道事業の経営環境が厳しさを増す中で、水道施設を計画的に更新し、住民サービ

スの維持・向上を図りつつ、料金値上げの抑制と水道事業の運営基盤を強化していくに

は、出来るだけ早期に「府域一水道」を実現し、事業の効率化を図ることが重要である。 
しかしながら、「府域一水道」を実現する期限は設けられておらず、協議の整ったとこ

ろから順次、統合を進めていくこととされているため、府域の水道事業全体として最も

効率的・効果的な体制が確立されるまでには相当の期間を要することがあり得る。 
統合までの準備期間をいかに短縮できるかが、今後の課題である。
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１．事業の概要 
香川県では、給水収益の減少、香川用水の取水制限等への対応、水道施設の大規模更新や

耐震化、職員の技術力の継承など県内の水道事業者が抱える課題に対応し、将来にわたり

安全な水道水を安定的に供給できる運営基盤の確立を目指し、水道事業の広域化を推進し

ている。 

香川県
垂直統合及び水平統合
未定

直近の認可 単位 計
－

人 1,006,720

m3/日 807,365
単位 計
人 966,652

m3/日 635,332
職員数 事務職 人 184

技術職 人 237
技能職 人 3
計 人 424

位置図

※直近の認可及び平成23年度実績は水道統計（平成23年度、社団法人日本水道協会）より。

香川県
都道府県

香川県内の水道事業及び水道用水供給事業

事業体名

事業統合の形態
事業統合年度
構成団体

平成23年度実績

目標年度
計画給水人口
計画一日最大給水量

内訳は別表に示す

給水人口
一日最大給水量

内訳は別表に示す

 
 
２．事業の沿革 
構成団体の沿革（創設事業と直近の認可）は、別表のとおりである。 

香川県 
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〔別表〕構成団体の概要と沿革 
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３．事業統合を目指す主たる理由 
事業統合を目指す主たる理由は、次のとおりである。 

 水需給の不均衡解消 
 施設整備水準の向上 
 施設の統廃合･効率的な更新 
 人材確保･技術力確保 
 通常時の管理体制強化･緊急時体制の強化 
 水源の確保･多元化 
 更新等に必要な財源の確保･柔軟性ある事業計画 
 料金格差の是正 

（具体的理由） 
施設の統廃合･効率的な更新、更新等に必要な財源の確保･柔軟性ある事業計画 
給水人口の減少に伴い、給水量・給水収益の減少が予測されることから、業務の効率

化、水道施設の最適化を図り、経営基盤を強化する必要がある。 
水需給の不均衡解消、水源の確保･多元化 
香川用水の取水制限の頻発化や県内水源の供給力の低下に対応し、安定的な給水を確

保するためには、広域的な観点から、香川用水・県内水源の一元管理、緊急時の水源確

保や地域間の水融通を行う必要がある。 
施設整備水準の向上 
水道施設は大量に更新時期を迎えてきており、計画的な更新整備を図る必要がある。 

施設整備水準の向上、通常時の管理体制強化･緊急時体制の強化 
東南海・南海地震の発生に備えて、早急に耐震化を推進する必要がある。また、大地

震等大規模災害に対応するため、全県的な応急･復旧など危機管理体制を整備する必要が

ある。 
料金格差の是正 
水道事業者間で水道料金や施設整備水準に格差があるため、サービス水準の平準化の

観点から、調整措置を講じる必要がある。 
人材確保･技術力確保 
今後、水道事業に従事する職員が大量に定年退職する中で、職員数の最適化を図りな

がら、水道事業を管理運営する人材の確保や技術力の継承を図る必要がある。 
 
４．事業統合に向けた過程 
（１）事業統合の検討主体 

事業統合の検討主体は、次のとおりである。 
 香川県広域水道事業体検討協議会（県と市町で構成される任意協議会） 
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（２）事業統合に向けた検討経緯 
 ①経緯 

事業統合に向けた検討の経緯は、次のとおりである。 

年月
事業統合関連事項
（会議等の名称）

左記の内容
（会議等の検討項目）

出席者

H22.2.13 第1回水道広域化専門委員会 専門委員会の設置、県内水道の概況
について

専門委員

H22.4.9 第2回水道広域化専門委員会 水源地視察 専門委員
H22.4.10 同上 共同研究、調査内容等について 専門委員
H22.7.24 第3回水道広域化専門委員会 業務指標等による現状評価、今後の

進め方について
専門委員

H22.12.18 第4回水道広域化専門委員会 県内水道事業の将来予測、あるべき
姿の検討について

専門委員

H23.3.8 第5回水道広域化専門委員会 専門委員会報告書、知事への提言に
ついて

専門委員

H23.3.18 知事への提言 専門委員会から県内一水道の提言 知事、専門委員
H23.8.2 第1回水道広域化協議会 協議会、今後の進め方について 知事、市町長
H25.2.7 第2回水道広域化協議会 中間とりまとめについて 知事、市町長
H23.8.31 第1回幹事会 幹事会の役割について 幹事
H23.12.12 第2回幹事会 基本方針の検討について 幹事
H24.5.23 第3回幹事会 広域化の手順及び目標時期について 幹事
H24.10.23 第4回幹事会 中間とりまとめ（案）について 幹事
H23.10.6 第1回総務･業務合同部会 部会の役割について 総務･業務部会員
H24.1.13 第2回総務･業務合同部会 広域化の形態について 総務･業務部会員
H24.1.30 第1回ブロック別業務部会 水源、浄水場等の共同化について ブロック内業務部会員
H24.2.17 第3回総務部会 組織、総務･経理･営業関係業務につ

いて
総務部会員

H24.2.17 第3回業務部会 水源の一元管理、浄水場の統合につ
いて

業務部会員

H24.3.26 第4回総務部会 費用負担、水道料金について 総務部会員
H24.3.27 第2回ブロック別業務部会 水道施設の更新、耐震化について ブロック内業務部会員
H24.4.27 第5回総務部会 職員の取扱いについて 総務部会員
H24.4.27 第4回業務部会 水質管理、危機管理体制について 業務部会員
H24.6.5 第6回総務部会 簡水、工水、下水道事業の取扱いに

ついて
総務部会員

H24.7.26 第3回総務･業務合同部会 業務関係、中間とりまとめ骨子につ
いて

総務･業務部会員

H24.7.31 第3回ブロック別業務部会 ブロック内浄水場統廃合計画につい
て

業務部会員

H24.9.26 第4回総務･業務合同部会 中間とりまとめ（素案）について 総務･業務部会員
H25.1.31 第5回総務･業務合同部会 第2回水道広域化協議会について 総務･業務部会員
H25.3.1 第6回総務･業務合同部会 広域水道事業体検討協議会の設置に

ついて
総務･業務部会員

H25.5.21 広域水道事業体検討協議会第1
回総務･業務合同部会

部会の役割について、施設整備等調
査検討業務について

総務･業務部会員

H25.8.30 第2回総務･業務合同部会 水需要予測、事業体の現況評価、施
設整備案の検討について

総務･業務部会員

H25.11.13 第3回総務･業務合同部会 施設整備案、財政収支見通しについ
て

総務･業務部会員

H25.11.25 第1回幹事会 施設整備案、財政収支見通しについ
て

幹事
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②協議会や検討会等の設置状況 
事業統合に向けた協議会や検討会等の設置状況は、次のとおりである。 

段階 協議会・検討会等の名称 設置目的・位置づけ 構成メンバー

1.初期段階 香川県水道広域化専門委
員会

水道事業の広域化につい
て、専門的かつ客観的な
見地から検討を行う。

安藤茂（水道技術研究セン
ター）、細井由彦（鳥取大学工
学部）、角道弘文（香川大学工
学部）、佐藤裕弥（浜銀総合研
究所）、宮田要（公認会計士・
日本水道協会経営アドバイ
ザー）

香川県水道広域化協議会 水道事業の広域化につい
て、県と市町が協議･検
討を行う。

知事、市町長
（幹事会）県政策部長・水道局
長、市町水道担当部課長
（総務･業務部会）県水道局総
務課長・建設管理課長、市町水
道担当課長等

香川県広域水道事業体検
討協議会

水道広域化協議会でとり
まとめられた広域化に関
する基本方針などを踏ま
え、広域水道事業及び管
理運営を行う事業体に関
し、具体的な検討を行
い、広域化に参画するか
どうかの判断材料を提供
する。

知事、市町長（直島町を除く）
（幹事会）県政策部長・水道局
長、市町水道担当部課長
（総務･業務部会）県水道局総
務課長・建設管理課長、市町水
道担当課長等

－
3.調整段階

2.構想・検討段階

－ －
 

※段階の説明 
16. 初期段階（まず広域化検討のスタートラインに立つため、関係者と広域化検討を

行う場を持っている段階） 
17. 構想・検討段階（広域化の形態や枠組みの検討、施設の共同整備、人事交流、遠

い将来も含めた着地点の検討等を行っている段階） 
18. 調整段階（住民や議会等との合意形成を図りつつ、関係者との調整等を進めてい

る段階） 
 
（３）事業統合を進める中で生じた課題とその解決策 

現在検討中であるが、水道料金、施設整備水準、内部留保額、起債残高の格差が当面の

課題となっている。 
 
（４）今後の広域化実現に向けたスケジュール（ロードマップ） 

未定である。 
 
（５）事業統合までに実施する広域化メニュー 

事業統合までに別の広域化メニューを実施する予定はない。 
 


